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２００６年度の競争評価結果（案）
及び意見募集結果の概要

資料３－１
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競争評価の背景①

競争の競争の導入導入

電話の時代 インターネット・ＩＰの時代

競争の促進競争の促進

■改正電気通信事業法の施行

• 参入規制の大幅緩和

• 料金・約款規制の原則廃止

■競争評価の実施

• 市場構造が複雑化する中で、市場における競争
状況を分析・評価し、正確に把握

■競争原理の導入

• 電電公社の民営化

• 電気通信事業法制定

■利用者保護の充実

• 改正法に基づく利用者保護ルールの整備

• プロバイダ責任制限法制定

• スパム対策法制定

■ネットワークのオープン化

• ＮＴＴ東西等の指定設備に対す
る接続規制の導入

• 長期増分費用方式の導入

■ドミナント規制

• ドミナント事業者による反競争
的行為の類型化と禁止

■参入規制の緩和

• 需給調整条項の撤廃

• 外資規制の原則撤廃

■紛争処理制度の充実

• 電気通信事業紛争処理委員会
の設立

競争の評価競争の評価

○ 電電公社民営化・市場自由化以来、電気通信市場への参入事業者が大幅に増加し、競争が徐々に進展。
○ 2004年度に、規制体系を事前規制から事後規制へと転換する制度改革を実施。ＩＰ化・ブロードバンド化・ユビキタス化によ

り急激に変化を続ける市場の動向を的確に把握することが政策立案に不可欠に。
○ これらを踏まえ、2003年度より「電気通信事業分野における競争状況の評価」（競争評価）を実施。

○ 電電公社民営化・市場自由化以来、電気通信市場への参入事業者が大幅に増加し、競争が徐々に進展。
○ 2004年度に、規制体系を事前規制から事後規制へと転換する制度改革を実施。ＩＰ化・ブロードバンド化・ユビキタス化によ

り急激に変化を続ける市場の動向を的確に把握することが政策立案に不可欠に。
○ これらを踏まえ、2003年度より「電気通信事業分野における競争状況の評価」（競争評価）を実施。

評価結果を広く公表
し、政策に反映

関連する様々なﾃﾞｰﾀ
を収集・公開

・ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸを刊行・評価報告書を刊行
・ｺﾝﾌｧﾗﾝｽ等を開催
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競争評価の背景②

①固定通信領域、②移動体通信領域、③イン
ターネット接続領域、④企業内ネットワーク領域
の全ての領域について、競争状況を分析・評価し、
その結果、競争の進展に応じた適切な政策反映
を進める旨記載。

2010年度までのブロードンバンド・ゼロ地域の
解消を目的とした政策に資するため、競争評価
を毎年度実施する旨記載。

○ E U
欧州委員会は毎年、EU加盟各国（25ヶ国）における電気

通信の自由化に向けた市場分析の進捗状況に関するレ
ポートを発表。

レポートは、欧州委員会勧告（2003/311/EC）によって指
定された18の市場区分について、各加盟国における市場
分析（市場画定、SMP事業者の認定及びSMP規制の提
案）の実施状況をまとめた形で構成されている。

２００６年２月のレポートでは、電気通信市場の自由化に
は着実に向かっているものの、今後の課題が多数存在す
るとされている。

現在、この枠組み全体が見直されることになり、２００９年
又は２０１０年までに見直し案を各国において法制化する
予定。

○ 米 国
米国では、電気通信市場における規制的枠組みの中で、

包括的・定例的な競争評価は実施されていない。
しかし、連邦通信委員会（FCC）は、電気通信市場におけ

る事業者のドミナント性に着目し、ドミナント事業者に対し
て「ドミナント規制」を実施している。

また、個別の企業合併案件審査においては、反トラスト
法体系の観点から、司法省または連邦取引委員会（FTC）
が市場競争への影響を評価している他、通信法に関連す
る場合、FCCも競争状況の評価を行っている。

○○ EE UU
欧州委員会は毎年、EU加盟各国（25ヶ国）における電気

通信の自由化に向けた市場分析の進捗状況に関するレ
ポートを発表。

レポートは、欧州委員会勧告（2003/311/EC）によって指
定された18の市場区分について、各加盟国における市場
分析（市場画定、SMP事業者の認定及びSMP規制の提
案）の実施状況をまとめた形で構成されている。

２００６年２月のレポートでは、電気通信市場の自由化に
は着実に向かっているものの、今後の課題が多数存在す
るとされている。

現在、この枠組み全体が見直されることになり、２００９年
又は２０１０年までに見直し案を各国において法制化する
予定。

○○ 米米 国国
米国では、電気通信市場における規制的枠組みの中で、

包括的・定例的な競争評価は実施されていない。
しかし、連邦通信委員会（FCC）は、電気通信市場におけ

る事業者のドミナント性に着目し、ドミナント事業者に対し
て「ドミナント規制」を実施している。

また、個別の企業合併案件審査においては、反トラスト
法体系の観点から、司法省または連邦取引委員会（FTC）
が市場競争への影響を評価している他、通信法に関連す
る場合、FCCも競争状況の評価を行っている。

諸外国の競争評価の状況「規制改革・民間開放推進３ヵ年計画」（改定）

（平成17年３月25日閣議決定）

「重点計画－２００６」

（平成18年７月２６日 IT戦略本部決定）

「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」
に基づき通信・放送分野の改革を着実に推進す
る観点から、２０１０年までの５年間に取り組むべ
き具体的施策を、以下の工程プログラムに基づ
き実行する。

ＮＴＴの組織問題について、市場の競争状況の
評価等に係るレビューを毎年実施するとともに、
２０１０年の時点で検討を行い、その後速やかに
結論を得る。

「通信・放送分野の改革に関する工程プログラム」
（平成18年9月1日） （抄）
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競争評価の手順

○ 「基本方針」で全体的な指針を定め、「実施細目」で評価対象や収集情報を具体化し、「市場画定」で評価の対象となる市場
を画定した上で、競争状況の分析を行った結果を「評価結果」として公表。

政
策
に
反
映

情
報
収
集

競
争
状
況
の
分
析

評価対象や収集情報
などを具体化

実
施
細
目

基
本
方
針

※ 基本方針、実施細目、 評価結果等について、
意見募集、公開討議等を積極実施。

市

場

画

定

必要に応じて見直し

競争評価の全体的な指針

06/10/1306/10/13 06/11/2706/11/27

競争評価アドバイザリーボード

中立的かつ専門的な見地からの助言

反映

07/04/0907/04/09 07/05/2807/05/28--2929 案公表案公表

評評

価価

結結

果果
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競 争 評 価競 争 評 価

定点的評価
（競争状況の評価）

定点的評価
（競争状況の評価）

戦略的評価
（特定のテーマに

焦点を当てた分析）

戦略的評価
（特定のテーマに

焦点を当てた分析）

２００６年度の競争評価の概要

○○◎
法人向けネット
ワークサービス

○○◎
インター

ネット接続

○◎○
移動体通信

（ＷＬＡＮを含む）

◎○○
固定電話

（ＩＰ電話を含む）

２００８年度２００７年度２００６年度対象領域

〔◎：重点評価を行う領域〕

毎年定期的
に実施

アドホック
に実施

【選定テーマ（事業者から公募したテーマの中から選定）】

① 事業者間取引が競争状況に及ぼす影響に関する分析

② 隣接市場間の相互関係に関する分析

③ 携帯電話番号ポータビリティ制度導入による競争状況の変化に関する分析

○ ２００６年度の競争評価は、主要な通信サービスを継続的に評価する「定点的評価」とともに、特定の政策テーマに焦点を
当てた「戦略的評価」を併せて実施。

○ なお、「戦略的評価」のテーマ選定にあたっては、事業者から公募したテーマの中から選定。

○ ２００６年度の競争評価は、主要な通信サービスを継続的に評価する「定点的評価」とともに、特定の政策テーマに焦点を
当てた「戦略的評価」を併せて実施。

○ なお、「戦略的評価」のテーマ選定にあたっては、事業者から公募したテーマの中から選定。
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定点的評価のポイント
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定点的評価の主な結果（その１）

○ 通信市場はいずれも高度に寡占的。特に、固定電話（加入）、ＦＴＴＨ、専用サービス等の市場集中度が高い。これらの市場
では、ＮＴＴグループのシェアがいずれも６割を超えており、ＮＴＴグループの存在感が圧倒的。

○ なお、ＮＴＴグループのシェアは、固定電話（加入）、中継電話、携帯電話・ＰＨＳ及びＡＤＳＬを除く全ての市場で上昇傾向。

（※）市場集中度を示すハーフィンダール指数（ＨＨＩ）は、０（完全競争）～１０，０００（完全独占）の値をとり、市場集中度が高いほど１０，０００に近づく。なお、公正取引委員会では、企業合併後のＨＨＩが１５００以下の場合は
「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」、ＨＨＩが２５００以下の場合（かつ市場シェアが３５％以下の場合）は「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さいと通常考えられる」としている。

（注） 市場集中度指数の算出にあたっては、全国レベルではＮＴＴ東西を１社とみなし、その他のＮＴＴグループの会社は別会社とみなしている（ブロードバンド・ＩＳＰにおいては、ソフトバンクグループを１社とみなしている）。な
お、固定電話、移動体通信及びブロードバンドは当該年度の１２月時点、中継電話は当該年度の３月時点、法人向けネットワークサービスは当該年度の９月時点のデータ。ブロードバンド及びＣＡＴＶインターネットのＨＨＩ
は、上位３社のみの計。

７５．６％７５．６％ ↑５５,,８４２８４２ ↑０ＡＢＪ－ＩＰ電話０ＡＢＪ－ＩＰ電話

０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話

中継電話中継電話
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ

電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の通話部分）

９４．７％９４．７％ ↑８８,,２３８２３８ ↑専用サービス専用サービス

主な画定市場主な画定市場
（部分市場を含む）（部分市場を含む）

６９．２％６９．２％ ↓５５,,０６１０６１ ↓

９０．４％９０．４％ ↓８８,,２０２２０２ ↓
固定電話（加入）固定電話（加入）

（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、
０ＡＢＪ－ＩＰ電話の加入部分）

６７．５％６７．５％ ↑５５,,０９３０９３ ↑ＦＴＴＨＦＴＴＨ

２７．６％２７．６％ ↑１１,,５９７５９７ ↑ＩＳＰＩＳＰ

６９．１％６９．１％ ↑２２,,２３０２３０ ↑新型ＷＡＮサービス新型ＷＡＮサービス法人向けネット法人向けネット
ワークサービスワークサービス

固定電話固定電話

３７．９％３７．９％ ↑３３,,３０４３０４ ↑

５２．８％５２．８％ ↓３３,,７９６７９６ ↓携帯電話・ＰＨＳ携帯電話・ＰＨＳ移動体通信移動体通信

ブロードバンドブロードバンド

ＣＡＴＶＣＡＴＶ
インターネットインターネット

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ３８．５％３８．５％ →３３,,０４９０４９ →

－－１１,,０６００６０ ↑

４２．５％４２．５％ ↑

ＮＴＴグループのシェアＮＴＴグループのシェア市場集中度（ＨＨＩ）市場集中度（ＨＨＩ）

２２,,２４６２４６ ↑

インターネットインターネット
接続接続

０６年度の評価結果０６年度の評価結果
領域領域

新規

新規※5万契約以上の事業者
を対象とした調査による

（参考）
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定点的評価の主な結果（その２）

○ 各市場の市場シェア、事業者数、価格動向、利益水準等を総合的に勘案し、「市場支配力の存在」（潜在的・長期的な市場
支配力の有無）及び「市場支配力の行使」（市場支配力の短期的な実効性の有無）を検証。

○ 固定電話（加入）、中継電話、携帯・ＰＨＳ、ブロードバンド、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ及び専用サービスの各市場において、ＮＴＴグ
ループの事業者に単独の市場支配力が存在。ただし、規制の存在等により、市場支配力の行使が概ね抑止されているもの
と評価。

（※）◎は「強く存在すること」、○は「存在すること」、△は「何らかの懸念が存在すること」、×は「可能性が低いこと」を意味する。

０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話

中継電話中継電話

主な画定市場主な画定市場
（部分市場を含む）（部分市場を含む）

△△
（レバレッジの懸念あり）

○○
（単独・協調）ＦＴＴＨＦＴＴＨ

－－××
（単独・協調）ＩＳＰＩＳＰ

××
（低）

△△
（協調のみ）新型ＷＡＮサービス新型ＷＡＮサービス

法人向けネット法人向けネット
ワークサービスワークサービス

△△
（レバレッジの懸念あり）

◎◎
（単独）固定電話（加入）固定電話（加入）

固定電話固定電話 ××
（低）

○○
（単独・協調）

××
（低）

△△
（協調のみ）

××
（低）

○○
（単独・協調）携帯電話・ＰＨＳ携帯電話・ＰＨＳ移動体通信移動体通信

専用サービス専用サービス

ブロードバンドブロードバンド

ＣＡＴＶＣＡＴＶ
インターネットインターネット

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ××
（低）

○○
（単独・協調）

－－××
（単独・協調）

××
（低）

◎◎
（単独）

△△
（レバレッジの懸念あり）

市場支配力の市場支配力の
行使行使

市場支配力の市場支配力の
存在存在

○○
（単独・協調）

インターネットインターネット
接続接続

０６年度の評価結果０６年度の評価結果

領域領域

新規

新規

黄
色
の
網
掛
け
は
昨
年

と
異
な
る
評
価
結
果
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【参考】 市場支配力の「存在」と「行使」

市場支配力の行使を
抑止・牽制する規制等
の存在や、価格等に
対する影響力行使より
もシェア拡大が優先さ
れるような短期的な市
場環境要因等

市
場
構
造
や
競
争
状
況
等

市
場
構
造
や
競
争
状
況
等

市
場
支
配
力
の
存
在

市
場
支
配
力
の
存
在

政
策
の
存
在
や

短
期
的
な
市
場
環
境
等

政
策
の
存
在
や

短
期
的
な
市
場
環
境
等

市
場
支
配
力
の
行
使

市
場
支
配
力
の
行
使

(現存する市場構造等を与件とした

場合に）市場支配力を行使しうる地
位にある単一又は複数の事業者が
存在するか否かを分析

※かつては独占であった電気通信
市場においては、単独による市場支
配力が主要な関心事

規模・範囲の経済性、ネット
ワークの外部性、不可欠設備、
スイッチングコスト等の電気通
信事業に特徴的な市場構造と
ともに、市場の成熟度、市場
シェア、市場集中度、事業者
数、料金の推移等の競争状況
を分析

総合的に勘案

＜単独又は協調＞ ＜単独又は協調＞

（
潜
在
的
・
長
期
的
な

市
場
支
配
力
の
蓋
然
性
）

（
市
場
支
配
力
の
実
効
性
）

市場支配力が実際に行使される懸
念があるか否かを分析

※電気通信市場では、市場支配力
を有する可能性のある事業者が存
在し、これを抑止・牽制するための政
策が採用されていることが一般的

総合的に勘案
市場支配力の存
在が推定される
場合

○ 競争評価では、「市場支配力」を「存在」と「行使」に分けて分析。

○ まず、市場構造や競争状況等を総合的に勘案した上で、市場支配力を行使しうる地位にある（蓋然性が高い）事業者が存在
するか否かを分析し、これが存在しないとは言えない場合に「市場支配力が存在する」と判断。

○ 「市場支配力が存在する」と判断した場合は、次に、規制等の政策の存在や短期的な市場環境等を加味した上で、その市場
支配力が実際に行使されているか否かを分析し、その可能性がある場合に「市場支配力が行使される可能性がある」と判断。

○ 規模・範囲の経済性やネットワークの外部性等が存在し、不可欠設備や希少資源たる周波数が密接に関連する電気通信市
場の分析では、市場支配力の源泉となる市場構造とこれに対する政策措置を考える上で、このようなアプローチが特に有効。

○ なお、独占禁止法とは異なり、市場支配力を有していること自体に規範的評価を与えるものではなく、個別事案における具
体的な企業行為や市場支配力の濫用の有無を指摘するものではない。

○ 競争評価では、「市場支配力」を「存在」と「行使」に分けて分析。

○ まず、市場構造や競争状況等を総合的に勘案した上で、市場支配力を行使しうる地位にある（蓋然性が高い）事業者が存在
するか否かを分析し、これが存在しないとは言えない場合に「市場支配力が存在する」と判断。

○ 「市場支配力が存在する」と判断した場合は、次に、規制等の政策の存在や短期的な市場環境等を加味した上で、その市場
支配力が実際に行使されているか否かを分析し、その可能性がある場合に「市場支配力が行使される可能性がある」と判断。

○ 規模・範囲の経済性やネットワークの外部性等が存在し、不可欠設備や希少資源たる周波数が密接に関連する電気通信市
場の分析では、市場支配力の源泉となる市場構造とこれに対する政策措置を考える上で、このようなアプローチが特に有効。

○ なお、独占禁止法とは異なり、市場支配力を有していること自体に規範的評価を与えるものではなく、個別事案における具
体的な企業行為や市場支配力の濫用の有無を指摘するものではない。
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○ ブロードバンドにおけるＦＴＴＨへの移行（マイグレーション）が、引き続き急速に進展。

○ ＮＴＴ東西のインターネット接続サービスの利用者（ＡＤＳＬ、ＩＳＤＮ等）が、ＦＴＴＨへの移行に際し、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨに移行
する傾向が強い。

○ 既にＦＴＴＨへ移行した利用者に加え、今後ＦＴＴＨへ移行することを希望する利用者についても、同様の傾向が見られる。
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・ ０６年１２月末のブロードバンド市場における事業者別シェアは、ＮＴＴグループが４２．５％、ソフトバンク
グループが２０．４％、イー・アクセスが７．５％。

《参考》 ブロードバンド市場における事業者別シェア

ＣＡＴＶ事業者
14.8%

電力系
4.8%

イー・アクセス
7.5%

ソフトバンクグループ
20.4%

その他ＮＴＴグループ
0.4%

ＮＴＴ西日本
19.4%

NTT東日本
22.7%

その他
10.1%

ブロードバンド市場
契約数　2,574万契約

（06.12末）
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・ 上位３社で約７割のシェアを維持。

・ ＦＴＴＨの伸びを背景にＮＴＴ東西のシェアが上昇傾向。一方、ＡＤＳＬ主体のソフトバンク、イー・アクセスの
シェアは低下傾向。

《参考》 ブロードバンド市場における事業者別シェアの推移
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《参考》 ＩＳＰ市場における事業者別シェアの推移

※※ プラン全体契約数が５万以上の事業者（０６年プラン全体契約数が５万以上の事業者（０６年１２１２月末時点で月末時点で３８３８社）の総契約数の占める割合を示す社）の総契約数の占める割合を示す。。
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・ ＮＴＴ系のＩＳＰのシェアが上昇傾向にある一方、ベンダー系のＩＳＰのシェアは低下傾向。
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戦略的評価のポイント
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戦略的評価のポイント

【事業者間取引に関する分析】
○ 競争評価においては、これまで小売市場を評価の対象としていたが、事業者間取引に注目するために、卸売市場（物理網）
を対象とした評価を試行的に実施。

○ 物理網（加入者回線部分）においては、メタル回線、光ファイバ回線、ＣＡＴＶ回線等を合わせた加入者回線全体において、
ＮＴＴ東西のシェアは９３．８％。

○ メタル回線のみでは９９．９％、光ファイバ回線のみでは７８．６％。光ファイバ回線は、特に西日本で設備競争がやや進展。
○ 卸売市場における競争状況と小売料金との関係等について、今後詳細な分析が必要。

【隣接市場間の相互関係】
○ 近年、複数市場に係る市場支配力（一つの市場から隣接市場への市場支配力のレバレッジ等）が注目されていることから、

隣接市場間の相互関係について、Ｗｅｂ調査による利用者アンケートを実施。
○ その結果、固定電話市場、インターネット接続市場、移動体通信市場での利用者の事業者選択について、同じ事業者又は
グループのサービスを選択する傾向があることを確認。

○ このような需要動向は、企業ブランドや料金設定、営業戦略等も反映した結果と考えられ、競争政策上直ちに問題となる事
象とは言えない。

○ ただし、ＦＭＣやトリプルプレイ等の普及に伴い、この傾向が競争状況に大きな影響を与える可能性があることから、引き続き
このような需要の動向を注視。

【携帯電話番号ポータビリティ制度導入による競争状況の変化に関する分析】

○ 携帯電話の番号ポータビリティ（ＭＮＰ）による競争状況の変化を０７年２月に実施した利用者調査により分析。

○ 市場集中度（ＨＨＩ）はＭＮＰ導入後に減少幅が拡大しているほか、ＭＮＰ導入前後で、携帯電話契約数の純増（減）数や解

約率の傾向が大きく変動している。また、計量経済分析による推計においても、スイッチングコストが減少。

○ ＭＮＰ導入決定後、各種割引等により料金水準は低下。また、端末投入数、コンテンツサービス等、サービスが多様化。計量

経済分析による推計においても、ＭＮＰによる携帯電話利用者全体の利益は約１６００億円にのぼると推計。

○ ＭＮＰ制度導入は、競争促進と利用者利益向上の観点から、成果があったと総括。
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事業者間取引の全体像

○ 通信サービスに関連し、上位レイヤから下位レイヤまで様々な事業者間取引が存在。

○ 競争評価で分析を行うに当たり、まずは固定通信における不可欠設備等の物理網に係る取引を抽出。
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○ 日本の競争評価では、最下流の小売市場と最上流の卸売市場（物理網）をそれぞれ分析することが適当。

○ 小売市場については、通信サービス別に比較的細かく市場を画定。加入数や通信量、売上等により、シェア等を分析。

○ 卸売市場（物理網）については、同じメタル回線・光ファイバ回線・ＣＡＴＶ回線や無線設備を、様々な用途のサービスに利用
可能なため、固定・移動の別に広い範囲の市場とすることが適切。回線数や敷設距離等により、シェア等を分析。
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○ メタル回線、光ファイバ回線、ＣＡＴＶ回線等を合わせた加入者回線全体において、ＮＴＴ東西のシェアは９３．８％。

○ メタル回線のみでは９９．９％、光ファイバ回線のみでは７８．６％。光ファイバ回線は、特に西日本で設備競争が進展。

卸売市場（物理網）における競争状況

加入者回線に占めるＮＴＴ東西のシェア（都道府県別）
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富
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山
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岐
阜
県

静
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知
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三
重
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都
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阪
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兵
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岡
山
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広
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県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国
平
均

加入者回線総数（０６年３月末）

加入者回線総数（０５年３月末）

メタル回線数（０６年３月末）

メタル回線数（０５年３月末）

光ファイバ回線数（０６年３月末）

光ファイバ回線数（０５年３月末）

【注】 電気通信サービスに利用されている加入者回線が対象。メタル回線、光ファイバ回線、ＣＡＴＶ回線（同軸）、その他からなる。

＜事業者間取引＞
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○ 中継電話でＮＴＴグループの選択度が高いほど、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＩＳＰの事業者選択においても、ＮＴＴグループを選
択する比率が相対的に高い傾向。

中継電話（ＮＴＴユーザ） → ＡＤＳＬ

固定電話市場とインターネット接続市場の関係

中継電話（ＮＴＴユーザ） → ＦＴＴＨ

中継電話（ＮＴＴユーザ） → ＩＳＰ

 

45.2

48.9

27.3

27.1

38.5

33.9

31.5

46.5

40.8

36.7

6.3

6.2

10.1

9.3

7.6

10.7

6.2

9.1

11.7

9.7

3.9

7.2

7.1

11.1

7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４区分

３区分・２区分

１区分

選択なし

合計

中
継

電
話

区
分

（
N

T
T
系

ユ
ー

ザ
ー

）

ADSL事業者

NTT東西 ソフトバンク イー・アクセス アッカ・ネットワークス その他

 
77.4

69.8

63.9

65.8

70.6

5.7

9.4

8.3

8.4

7.8

3.1

4.3

5.6

5.2

4.3

7.5

9.4

13.9

13.5

10.4

4.4

3.6

8.3

4.5

4.5

1.3

1.4

0.8

0.6

2.2

2.6

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４区分

３区分・２区分

１区分

選択なし

合計

中
継

電
話

区
分

（
N
T
T
系

ユ
ー

ザ
ー

）

FTTH事業者

NTT東西 電力系 東京電力 USEN ソフトバンク KDDI その他

 
30.4

27.5

18.2

16.2

23.8

4.8

6.0

5.8

3.0

4.6

3.4

4.4

5.8

13.4

7.3

10.4

9.4

9.7

8.5

9.4

4.4

4.8

3.9

5.9

5.0

20.1

18.8

31.8

24.4

22.2

3.9

23.1

24.0

18.8

24.1

23.4

1.9

1.8

1.9

2.5

1.5

2.4

2.6

2.5

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４区分

３区分・２区分

１区分

選択なし

合計

中
継

電
話

区
分

（N
T
T
系

ユ
ー

ザ
ー

）

ISP事業者

NTT系 電力系

BIGLOBE（ＮＥＣビッグローブ） DION（ＫＤＤＩ）

@nifty（ニフティ） So-net（ソニーコミュニケーションネットワーク）

Yahoo!BB（ヤフー／BBテクノロジー） GyaO光（USEN）

その他

＜隣接市場＞
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○ 固定電話（加入）と携帯電話の利用状況を見ると、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩとａｕ等、固定電
話で選択したサービスと同じ事業者・グループの携帯電話サービスをユーザが選択している比率が高い。

固定電話 → 携帯電話・ＰＨＳ

固定電話市場と移動体通信市場の関係

 

48.1

28.3

28.9

25.0

47.1

28.0

35.0

54.4

50.0

29.1

20.5

36.7

14.8

25.0

20.4

0.0

3.4

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NTT東西の加入電話

おとくライン（ソフトバンクテレコム）

メタルプラス電話（KDDI）

その他

固定電話全体

固
定

電
話

事
業

者

携帯電話事業者

ドコモグループ ａｕグループ ソフトバンクモバイル ウィルコム

＜隣接市場＞
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事業者選考に
一定の相関

事
業

者
選

考
に

一
定

の
相

関
事

業
者

選
好

に
一

定
の

相
関

隣接市場間の相互関係＜隣接市場＞

ＰＨＳＰＨＳ 公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

携帯電話携帯電話

【【移動体通信領域移動体通信領域】】

パ
ケ
ッ
ト
通
信

音
声
通
話

２
Ｇ

３
Ｇ

・・
《《２地域２地域》》 《《全国全国》》

【【インターネット接続領域インターネット接続領域】】

ブロードバンドブロードバンドナローバンドナローバンド

ＣＡＴＶＣＡＴＶＡＤＳＬＡＤＳＬＤＵＤＵ ＩＳＤＮＩＳＤＮ

戸建戸建
住宅住宅

集合集合
住宅住宅

ＩＳＰＩＳＰ

ＦＴＴＨＦＴＴＨ回回

線線

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

FWA

【【固定電話領域固定電話領域】】

加
入

国際

県外

県内

市外

市内

ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話 直収
電話

直収直収
電話電話

０ＡＢＪ
ＩＰ

０ＡＢＪ０ＡＢＪ
ＩＰＩＰ

ＣＡＴＶ
電話

ＣＡＴＶＣＡＴＶ
電話電話

通
話

ソフトフォン

公
衆
電
話

中継電話中継電話
《《東日本／西日本東日本／西日本》》

０５０－ＩＰ０５０－ＩＰ《《全国全国》》

○ 固定電話領域、インターネット接続領域、移動体通信領域における各市場での事業者選好には、一定の相関が存
在する傾向。

○ ＦＭＣやトリプルプレイ等による市場の融合が進む中、このような傾向を継続的に注視していくことが必要。
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○○ ＭＮＰ制度導入後の０６年１０月以降、市場シェアの動向にやや変化が見られる。ＭＮＰ制度導入後の０６年１０月以降、市場シェアの動向にやや変化が見られる。

○○ 市場集中度も低下し（ＨＨＩは０５年６月の４１６１から市場集中度も低下し（ＨＨＩは０５年６月の４１６１から００７７年年３３月月にに４０４０８０へ）、携帯事業者間の競争が促進。８０へ）、携帯事業者間の競争が促進。

市場シェアと市場集中度（ＨＨＩ）の推移

シェアとＨＨＩのシェアとＨＨＩの推移推移

（出所）（社）電気通信事業者協会資料より作成

56.4%56.4%56.3%56.3%56.2%56.2%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.1%56.0%56.0%55.9%55.9%55.9%55.8%55.8%55.7%55.7%55.7%55.6%55.6%55.6%55.5%55.4%55.2%55.0%54.8%54.6%54.4%
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18.2%18.2%18.2%18.1%18.0%18.0%18.0%17.9%17.8%17.7%17.5%17.3%17.2%17.1%17.0%16.9%16.9%16.8%16.8%16.8%16.8%16.7%16.7%16.6%16.5%16.4%16.4%16.4%16.3%16.3%16.3%16.3%16.3%16.4%16.5%16.4%
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ＮＴＴドコモ KDDI ソフトバンク HHI

ＭＮＰ
導入

＜ＭＮＰ＞
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17.9 13.6

11.3

13.9

11.7

15.3

6.7

12.3

8.1

17.2

18.8

22.1

16.9

23.3

36.9

28.7

35.8

14.2

16.0

4.1

3.6

8.3

6.6

5.0

2.5

1.8

7.8

12.3

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　0回 　1回 　2回

　3回 　4～5回 　6～7回
　8～9回 　10回以上

29.2

51.2

38.9

11.4

9.0

6.4

8.3

20.2

19.1

16.0

21.0

18.4

17.0

11.2

13.1

10.7

11.1

2.3

2.434.7

10.4

8.6

5.7

3.2

6.6

7.8

1.6

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　0～3千円未満 　3～5千円未満
　5千～1万円未満 　1万～1万5千円未満
　1万5千～2万円未満 　2～3万円未満
　3万円以上

1.6

8.3

9.6

6.1

18.1

20.8

8.9

7.2

16.7

20.0

15.0

8.6

11.1

12.8

12.1

7.6

12.8

9.6

9.2

64.1

28.1

27.2

47.5

0.8

0.7

2.2

1.1

3.8

1.0

0.0

4.4

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1ヶ月未満 　1～3ヶ月 　3～6ヶ月
　6～12ヶ月 　1～2年 　2～3年

　3～4年 　4～5年 　5年以上

○○ ＭＮＰ導入以降に携帯電話会社をＭＮＰ導入以降に携帯電話会社を「変更「変更した」利用者を、さらにＭＮＰの利用・非利用の別に区分。また、した」利用者を、さらにＭＮＰの利用・非利用の別に区分。また、
「変更していない」利用者を、さらに会社変更の経験の有無の別に区分。「変更していない」利用者を、さらに会社変更の経験の有無の別に区分。

○○ ＭＮＰの利用者は、ＭＮＰを利用せず会社変更した利用者に比べ、①携帯電話会社の利用期間が長い、ＭＮＰの利用者は、ＭＮＰを利用せず会社変更した利用者に比べ、①携帯電話会社の利用期間が長い、
②携帯端末の買換回数が多い、③端末購入価格が高い、といった特徴あり。②携帯端末の買換回数が多い、③端末購入価格が高い、といった特徴あり。

ＭＮＰを
利用

ＭＮＰを
非利用

会社変更
経験あり

会社変更
経験なし

（４３９サンプル
を収集）

（９９６サンプル
を収集）

携帯端末の買い替え回数携帯端末の買い替え回数 携帯端末の購入代金携帯端末の購入代金

Ｍ
Ｎ
Ｐ
導
入
以
降
に
携
帯
電
話
会
社
を
変
更
し
た
か
？

携帯電話会社携帯電話会社のの利用利用期間期間

変更前に利用していた携帯電話会社変更前に利用していた携帯電話会社のの利用利用期間期間

現在利用している携帯電話会社現在利用している携帯電話会社のの利用利用期間期間

ＭＮＰ導入以降におけるＭＮＰの利用状況等

変更した

変更して
いない

＜ＭＮＰ＞
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変更経験あり,
28.9%

変更経験なし,
71.1%

○○ ＭＮＰ導入以降に携帯電話会社を「変更した」利用者のうち、約７割がＭＮＰを利用。ＭＮＰを利用しない理ＭＮＰ導入以降に携帯電話会社を「変更した」利用者のうち、約７割がＭＮＰを利用。ＭＮＰを利用しない理
由としては、「手数料がかかる」「手続が面倒」などが多い。由としては、「手数料がかかる」「手続が面倒」などが多い。

○○ 一方、ＭＮＰ導入以降に会社を「変更していない」利用者のうち、約７割が会社変更経験なし。会社を変更一方、ＭＮＰ導入以降に会社を「変更していない」利用者のうち、約７割が会社変更経験なし。会社を変更
しない理由としては、「家族等が利用している」「長期割引がなくなる」「手続が面倒」などが多い。しない理由としては、「家族等が利用している」「長期割引がなくなる」「手続が面倒」などが多い。

（４３９サンプル
を収集）

（９９６サンプル
を収集）

ＭＮＰ利用や携帯電話会社の変更を行わない理由

Ｍ
Ｎ
Ｐ
導
入
以
降
に
携
帯
電
話
会
社
を
変
更
し
た
か
？

会社変更経験の有無会社変更経験の有無

変更した

変更して
いない

ＭＮＰを
利用

ＭＮＰを
非利用

会社変更
経験あり

会社変更
経験なし

MNP制度を非利
用, 28.5%

MNP制度を利
用, 71.5%

会社変更時のＭＮＰ利用の有無会社変更時のＭＮＰ利用の有無

22.4%
19.2%
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10.4%

45.6%
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ＭＮＰのこと
をあまり知ら
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電話番号を
変更したかっ
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手続きが
面倒だと
思ったから

ＭＮＰの利用
に手数料が
かかるから

その他

ＭＮＰを利用しなかった理由ＭＮＰを利用しなかった理由

45.5%
43.1%

33.1%

23.7%

20.6%
18.4%

16.7%

8.8%

5.2% 5.1%

1.8%

5.2%

0%

10%

20%
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50%

家族、
恋人、
友人が
利用し
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長期利用
割引が
なくなって
しまうから

手続きが
面倒だか
ら

通話につ
いて
魅力的な
料金ﾌﾟﾗﾝ
等がある
から

ｻｰﾋﾞｽ
ｺﾝﾃﾝﾂ､
ｱﾌﾟﾘ、
ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽを
引き継げな
いから

通信ｴﾘｱが
広いから

魅力的な
携帯端末
があるか
ら

Web利用
について
魅力的な
料金ﾌﾟﾗ
ﾝ等が
あるから

魅力的な
ｺﾝﾃﾝﾂ
があるか
ら

その他変更の
際、手
数料が
かかる
から

長期利用
割引の解
約料がか
かるから

携帯電話会社を変更しない理由携帯電話会社を変更しない理由

＜ＭＮＰ＞
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14.5

17.7

22.4

27.1

52.0

50.3

47.2

46.2

25.7

23.3

24.0

21.3

6.4

6.4

4.5

6.6

2.1

1.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても満足している 満足している どちらとも言えない 満足していない とても不満である

12.0

12.8

22.4

25.8

50.4

53.1

51.2

52.2

22.2

21.9

19.2

14.0

4.8

6.4

12.3

9.0
3.1

3.1

1.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＭＮＰ導入以降における携帯電話会社等に対する満足度

携帯電話会社携帯電話会社に対する満足度に対する満足度

○○ ＭＮＰ導入以降に携帯電話会社を「変更した」利用者の方が、「変更していない」利用者と比較して、携帯電ＭＮＰ導入以降に携帯電話会社を「変更した」利用者の方が、「変更していない」利用者と比較して、携帯電
話会社及び携帯電話端末に対する満足度がともに高い傾向。話会社及び携帯電話端末に対する満足度がともに高い傾向。

○○ 特に、ＭＮＰ利用者は、満足度が高い傾向が顕著。特に、ＭＮＰ利用者は、満足度が高い傾向が顕著。

（４３９サンプル
を収集）

（９９６サンプル
を収集）

Ｍ
Ｎ
Ｐ
導
入
以
降
に
携
帯
電
話
会
社
を
変
更
し
た
か
？

携帯電話携帯電話端末に対する満足度端末に対する満足度

ＭＮＰを
利用

ＭＮＰを
非利用

会社変更
経験あり

会社変更
経験なし

変更した

変更して
いない

＜ＭＮＰ＞
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○○ 料金水準の変化を分析するに当たっては、「料金が複雑で分かりにくい」との利用者の不満を踏まえ、ＭＮ料金水準の変化を分析するに当たっては、「料金が複雑で分かりにくい」との利用者の不満を踏まえ、ＭＮ
Ｐ導入前後の料金水準の動向をできる限り分かりやすく示すことが重要。Ｐ導入前後の料金水準の動向をできる限り分かりやすく示すことが重要。

○○ そこで、様々な条件を入力すると、その条件下での最安料金を事業者毎に提示する料金関数を作成。そこで、様々な条件を入力すると、その条件下での最安料金を事業者毎に提示する料金関数を作成。

○○ この料金関数を用い、ＭＮＰ導入の議論が始まる前の２００３年１０月と、ＭＮＰ導入後の２００７年４月の２この料金関数を用い、ＭＮＰ導入の議論が始まる前の２００３年１０月と、ＭＮＰ導入後の２００７年４月の２
時点について、料金水準を比較することが有益。時点について、料金水準を比較することが有益。

○○ ２時点間を比較すると、携帯電話のあらゆる利用パターンについて料金低下が実現。２時点間を比較すると、携帯電話のあらゆる利用パターンについて料金低下が実現。

料金水準に関する変化①

携帯電話会社の継続利用と利用料金の関係
（契約台数シェアでの加重平均）

5000

6000

7000

8000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2003年10月時点

2007年4月時点

（円）

各携帯電話会社における継続利用年数（年目）
*一ヶ月間に120分の通話と24000パケットを利用するものとして算出している。

　家族割引を利用し、2年間の事前利用契約を可能とした場合の料金である。

通話のみ利用時の料金変化通話のみ利用時の料金変化 通話とパケットの併用時の料金変化通話とパケットの併用時の料金変化 継続利用時の料金変化継続利用時の料金変化

通話時間と利用料金の関係
（契約台数シェアでの加重平均）

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 150 300 450 600 750 900

2003年10月時点

2007年4月時点

（円）

一ヶ月間の通話時間（分）
*パケットの利用をゼロとして算出している。

　家族割引、年間契約割引のない場合の契約1年目における料金である。

パケット利用量と利用料金の関係
（契約台数シェアでの加重平均）

0

5000

10000

15000

20000

0 20000 40000 60000 80000 100000 120000

2003年10月時点

2007年4月時点

（円）

一ヶ月間のパケット利用量
*一ヶ月間の通話時間は90分として算出している。

　家族割引、年間契約割引のない場合の契約1年目における料金である。

＜ＭＮＰ＞
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料金水準に関する変化②

同一の利用形態における料金の時系列変化同一の利用形態における料金の時系列変化

○○ 通話・パケットの利用の多寡に応じ、ヘビーユーザ・ミディアムユーザ・ライトユーザ等の別の料金の時系列通話・パケットの利用の多寡に応じ、ヘビーユーザ・ミディアムユーザ・ライトユーザ等の別の料金の時系列
的な変化を分かりやすく示すことも有益。的な変化を分かりやすく示すことも有益。

○○ 全てのユーザタイプについて、ＭＮＰ導入が事実上決定した２００４年春には既に料金低下が実現。ＭＮＰ全てのユーザタイプについて、ＭＮＰ導入が事実上決定した２００４年春には既に料金低下が実現。ＭＮＰ
導入時の２００６年１０月以降にもさらなる料金低下が実現。導入時の２００６年１０月以降にもさらなる料金低下が実現。

○○ ＭＮＰの利用の有無にかかわらず、利用者はＭＮＰ導入に伴う料金低下のメリットを享受。ＭＮＰの利用の有無にかかわらず、利用者はＭＮＰ導入に伴う料金低下のメリットを享受。

契約台数シェアでの加重平均

0

4000

8000

12000

16000

20000

02/10 03/4 03/10 04/4 04/10 05/4 05/10 06/4 06/10 07/4

240分の通話と80000パケット

120分の通話と40000パケット
60分の通話と20000パケット

30分の通話と10000パケット

（円）

※ 家族割引、年間契約割引はないと仮定 （関東居住の利用1年目のケース）。

＜ＭＮＰ＞
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○○ ＭＮＰ導入が事実上決定した２００４年度以降、携帯電話端末の新機種投入数は各社とも増加。ＭＮＰ導入ＭＮＰ導入が事実上決定した２００４年度以降、携帯電話端末の新機種投入数は各社とも増加。ＭＮＰ導入
時の２００６年度には、新機種投入数がさらに増加。時の２００６年度には、新機種投入数がさらに増加。

○○ 端末の機種数増に加え、コンテンツやアプリケーション、「おサイフケータイ」等の付加サービス等、この期端末の機種数増に加え、コンテンツやアプリケーション、「おサイフケータイ」等の付加サービス等、この期
間における関連サービスの多様性は著しく上昇。ＭＮＰの利用の有無にかかわらず、利用者はメリットを享受。間における関連サービスの多様性は著しく上昇。ＭＮＰの利用の有無にかかわらず、利用者はメリットを享受。

サービスの多様性に関する変化

新機種端末投入数の推移（年度）新機種端末投入数の推移（年度）
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１１ スイッチングコストの分析スイッチングコストの分析

○○ 計量経済分析によれば、計量経済分析によれば、スイッチングコストはスイッチングコストは年額年額平均平均21,82821,828円円（月額平均約（月額平均約1,8191,819円）円）とと推計推計。。

○○ MNPMNPの導入の導入によりによりスイッチングコストスイッチングコストがが年額平均年額平均約約10,87210,872円円（月額平均約（月額平均約906906円）円）減少。減少。

２２ 消費者利益の分析消費者利益の分析

○○ 消費者利益の増加は１ユーザあたり消費者利益の増加は１ユーザあたり年換算で年換算で約約1,6111,611円円と推計。と推計。

○○ ０７年０７年３３月末で月末で全全携帯電話利用者が受ける利益は、携帯電話利用者が受ける利益は、年間換算で年間換算で約約1,6001,600億円億円と推計。と推計。

ＭＮＰ制度導入による消費者利益の変化及び評価概要

１ 競争状況が変化し、競争が進展
○○ 市場集中度（ＨＨＩ）はＭＮＰ導入後に減少幅が拡大。市場集中度（ＨＨＩ）はＭＮＰ導入後に減少幅が拡大。
○○ ＭＮＰ導入前後で、携帯電話契約数の純増（減）数や解約率の傾向が大きく変動。ＭＮＰ導入前後で、携帯電話契約数の純増（減）数や解約率の傾向が大きく変動。
○○ 計量経済分析結果でもスイッチングコストが減少。計量経済分析結果でもスイッチングコストが減少。

２ 利用者利益が向上

○○ MNPMNP導入決定後、各種割引や低料金プラン等が登場し、料金水準は低下。導入決定後、各種割引や低料金プラン等が登場し、料金水準は低下。

○○ 新機種端末投入数の上昇、コンテンツサービスの充実等、サービスが多様化。新機種端末投入数の上昇、コンテンツサービスの充実等、サービスが多様化。

○○ 計量経済分析結果でも、携帯電話利用者の全体の利益が拡大。計量経済分析結果でも、携帯電話利用者の全体の利益が拡大。

→ ＭＮＰ制度導入は、競争促進と利用者利益向上の観点から、一定の成果あり

制度導入による消費者利益の変化制度導入による消費者利益の変化

評価結果の概要評価結果の概要

＜ＭＮＰ＞
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意見募集結果の概要
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評価結果（案）に関する意見募集結果 【その１】

【総論】
●ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズは再編以後、別会社として事業運営を行っており、別個の事業者として扱うべき。【ＮＴＴ東】

●市場シェア以外の多面的な分析に踏み込むべき。また、市場支配力の行使については、レバレッジによる公正競争上の問題は「懸念」ではなく
「顕在化」している段階にあると評価すべき。さらに、ボトルネック設備の問題に留まらず、営業面の問題（ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズ
の一体販売等）やグループ一体経営の在り方まで視野に入れた分析を行うべき。【ＫＤＤＩ】

●単に市場環境を注視するのみではブロードバンド市場の競争が縮退する傾向に歯止めがかけられず手遅れとなるため、早急に競争促進を図
るべく政策の転換が必要。具体的には、接続ルールの見直し（ＦＴＴＨにおける光配線区域の見直しや１分岐単位での光ファイバの貸し出し等
の措置）、独占市場から隣接市場への市場支配力の濫用防止（ファイヤーウォール措置等の追加的な賦課）、市場支配的事業者グループの共
同的・一体的営業の防止（禁止行為に該当する具体的事例の充実化等）が必要。【ソフトバンク】

●市場支配力が存在するだけで実質的に行使しているのと同等の効力を持ち得る場合がある（競争事業者の事業展開を困難にする、他事業者
の参入意欲を削ぐ等）ことを認識すべき。また、現行ルールにおいて規制されていない市場支配力（ブランド力やサービスに係る手続面の優位
性等）が存在していることから、それらの定量化や実証が困難な指標について着目することが不可欠。さらに、ブランド力等、定量化が困難な指
標も含むＮＴＴグループ各社の総合的な事業能力を測定し、分析の一要因に含めることが重要。【ソフトバンク】

【【総論総論】】
●●ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズは再編以後、別会社として事業運営を行っており、別個の事業者として扱うべき。ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズは再編以後、別会社として事業運営を行っており、別個の事業者として扱うべき。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●市場シェア以外の多面的な分析に踏み込むべき。また、市場支配力の行使については、レバレッジによる公正競争上の問題は「懸念」ではなく市場シェア以外の多面的な分析に踏み込むべき。また、市場支配力の行使については、レバレッジによる公正競争上の問題は「懸念」ではなく
「顕在化」している段階にあると評価すべき。さらに、ボトルネック設備の問題に留まらず、営業面の問題（ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケー「顕在化」している段階にあると評価すべき。さらに、ボトルネック設備の問題に留まらず、営業面の問題（ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズションズ
の一体販売等）やグループ一体経営の在り方まで視野に入れた分析を行うべき。の一体販売等）やグループ一体経営の在り方まで視野に入れた分析を行うべき。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●単に市場環境を注視するのみではブロードバンド市場の競争が縮退する傾向に歯止めがかけられず手遅れとなるため、早急に競争促進を図単に市場環境を注視するのみではブロードバンド市場の競争が縮退する傾向に歯止めがかけられず手遅れとなるため、早急に競争促進を図
るべく政策の転換が必要。具体的には、接続ルールの見直し（ＦＴＴＨにおける光配線区域の見直しや１分岐単位での光ファイバの貸し出し等るべく政策の転換が必要。具体的には、接続ルールの見直し（ＦＴＴＨにおける光配線区域の見直しや１分岐単位での光ファイバの貸し出し等
の措置）、独占市場から隣接市場への市場支配力の濫用防止（ファイヤーウォール措置等の追加的な賦課）、市場支配的事業者グループの共の措置）、独占市場から隣接市場への市場支配力の濫用防止（ファイヤーウォール措置等の追加的な賦課）、市場支配的事業者グループの共
同的・一体的営業の防止（禁止行為に該当する具体的事例の充実化等）が必要。同的・一体的営業の防止（禁止行為に該当する具体的事例の充実化等）が必要。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●市場支配力市場支配力がが存在存在するだけで実質的に行使しているのと同等の効力を持ち得る場合がある（競争事業者の事業展開を困難にする、他事業者するだけで実質的に行使しているのと同等の効力を持ち得る場合がある（競争事業者の事業展開を困難にする、他事業者
の参入意欲を削ぐ等）ことを認識すべき。また、の参入意欲を削ぐ等）ことを認識すべき。また、現行ルールにおいて規制されていない市場支配力（ブランド力やサービスに係る手続面の優位現行ルールにおいて規制されていない市場支配力（ブランド力やサービスに係る手続面の優位
性等）が存在していることから、それらの定量化や実証が困難な指標について着目することが不可欠。性等）が存在していることから、それらの定量化や実証が困難な指標について着目することが不可欠。さらに、ブランド力等、定量化が困難な指さらに、ブランド力等、定量化が困難な指
標も含むＮＴＴグループ各社の総合的な事業能力を測定し、分析の一要因に含めることが重要。標も含むＮＴＴグループ各社の総合的な事業能力を測定し、分析の一要因に含めることが重要。【【ソフトバンクソフトバンク】】

【定点的評価：固定電話】
●ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りに扱っている部分があるが、妥当性を欠く。【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコム】

●中継電話における市場集中度を把握する指標としては、契約数よりも通信量を基本とすべき。【ＮＴＴコム、ＮＴＴ東】

●マイライン未登録者については、ＮＴＴグループのシェアとして計算するのではなく、未登録として扱うべき。【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコム】

●固定電話（加入部分）においては、第一種指定電気通信設備制度に基づく設備開放義務など各種の規制が適用されていることから、 ＮＴＴ東西
が固定電話市場（加入部分）において市場支配力を行使することは制度的に不可能な仕組みになっており、ＮＴＴ東西が「市場支配力を行使し
うる地位にある」という評価自体が成り立たない。【ＮＴＴ西】

●ＮＴＴ東西は「市場支配力を行使しうる地位」になく、隣接市場に影響を及ぼす「梃子」を持っていないため、レバレッジはあり得ない。【ＮＴＴ西】

●ＦＴＴＨ市場及び0ＡＢＪ－ＩＰ電話において、ＮＴＴ東西のシェアが伸びているのは、①積極的なサービスエリアの展開、②多数のＩＳＰに対応、③
放送等多様な新サービスの提供、④回線開通工事期間の短縮等が顧客に支持されている結果。【ＮＴＴ東】

●ＮＴＴ東西の固定電話市場における市場支配力のレバレッジは、単なる「懸念」としててはなく「現に及んでいる」と評価すべき。【ＫＤＤＩ】

●ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。また、固定電話市場における市場支配力の隣接市場へ
の濫用防止のための措置が急務であり、実効性のある行為規制が必要。さらに、活用業務にも関連する事項であり、ＦＭＣ以外の活用業務を
含むその他の通信サービスにおける共同営業についても、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」等各種ガイドラインに具体
的事例を盛り込むべき。【ソフトバンク】

●固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォールのさらなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規
制等を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－ＩＰ電話は密接に関係するため、引き続き分析を実施すべき。【ケイ・オプティコム】

【【定点的評価：固定電話定点的評価：固定電話】】
●●ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りに扱っている部分があるが、妥当性を欠く。ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りに扱っている部分があるが、妥当性を欠く。【【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコムＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコム】】

●●中継電話における市場集中度を把握する指標としては、契約数よりも通信量を基本とすべき。中継電話における市場集中度を把握する指標としては、契約数よりも通信量を基本とすべき。【【ＮＴＴコム、ＮＴＴ東ＮＴＴコム、ＮＴＴ東】】

●●マイライン未登録者については、ＮＴＴグループのシェアとして計算するのではなく、未登録として扱うべき。マイライン未登録者については、ＮＴＴグループのシェアとして計算するのではなく、未登録として扱うべき。【【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコムＮＴＴ東、ＮＴＴ西、ＮＴＴコム】】

●●固定電話（加入部分）においては、第一種指定電気通信設備制度に基づく設備開放義務など各種の規制が適用されていることから、固定電話（加入部分）においては、第一種指定電気通信設備制度に基づく設備開放義務など各種の規制が適用されていることから、 ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西
が固定電話市場（加入部分）において市場支配力を行使することは制度的に不可能な仕組みになっており、ＮＴＴ東西が「市場支配力を行使しが固定電話市場（加入部分）において市場支配力を行使することは制度的に不可能な仕組みになっており、ＮＴＴ東西が「市場支配力を行使し
うる地位にある」という評価自体が成り立たない。うる地位にある」という評価自体が成り立たない。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●ＮＴＴ東西は「市場支配力を行使しうる地位」になく、隣接市場に影響を及ぼす「梃子」を持っていないため、レバレッジはあり得ない。ＮＴＴ東西は「市場支配力を行使しうる地位」になく、隣接市場に影響を及ぼす「梃子」を持っていないため、レバレッジはあり得ない。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●ＦＴＴＨ市場及びＦＴＴＨ市場及び00ＡＢＪ－ＩＰ電話において、ＮＴＴ東西のシェアが伸びているのは、①積極的なサービスエリアの展開、②多数のＩＳＰに対応、③ＡＢＪ－ＩＰ電話において、ＮＴＴ東西のシェアが伸びているのは、①積極的なサービスエリアの展開、②多数のＩＳＰに対応、③
放送等多様な新サービスの提供、④回線開通工事期間の短縮等が放送等多様な新サービスの提供、④回線開通工事期間の短縮等が顧客に顧客に支持されている結果。支持されている結果。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●ＮＴＴ東西の固定電話市場における市場支配力のレバレッジは、単なる「懸念」としててはなく「現に及んでいる」と評価すべき。ＮＴＴ東西の固定電話市場における市場支配力のレバレッジは、単なる「懸念」としててはなく「現に及んでいる」と評価すべき。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。また、ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。また、固定電話市場における市場支配力固定電話市場における市場支配力のの隣接市場へ隣接市場へ
のの濫用濫用防止のための措置が急務であり防止のための措置が急務であり、実効性のある、実効性のある行為規制行為規制がが必要必要。。さらに、さらに、活用業務活用業務にも関連する事項であり、にも関連する事項であり、ＦＭＣ以外の活用業務をＦＭＣ以外の活用業務を
含むその他の通信サービスにおける共同営業についても、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」等各種ガイドラインに含むその他の通信サービスにおける共同営業についても、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」等各種ガイドラインに具体具体
的事例を的事例を盛り込むべき。盛り込むべき。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォールのさらなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォールのさらなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規
制等を実施すべき。制等を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－ＩＰ電話は密接に関係するため、引き続き分析を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－ＩＰ電話は密接に関係するため、引き続き分析を実施すべき。【【ケイ・オプティコムケイ・オプティコム】】
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評価結果（案）に関する意見募集結果 【その２】

【定点的評価：移動体通信】
●市場支配力の行使の評価において｢市場支配力を行使する可能性が低い｣場合には、市場支配力の地位の判断に翻って検討がなされるべき。

熾烈な競争によるスイッチングコストの減少、解約率の上昇、契約者数・純増数シェアの減少を鑑みれば、少なくとも市場支配力を有する地位
にある蓋然性は明らかに低下している。【ＮＴＴドコモ】

●価格競争は進展しており、料金体系の複雑化により料金水準の高低が把握しにくく、価格競争の進展の度合いが不明確といった状況にはな
い。【ＮＴＴドコモ】

●競争環境は、「暗黙の協調等の反競争的行為が生まれかねない環境とは異質なものに変化したと考えるべき」とされており、現在は「一定の同
質性が生まれる傾向」にはないことから、複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にあるとする評価は不適。【ＮＴＴドコモ】

●高いシェアを有する事業者や効率的なエリア整備を可能とする周波数帯を保有する事業者が、エリアの拡大やサービスの拡張においても有利
であり、これらの要素が現状の市場支配力の源泉となっている可能性がある。【ソフトバンク】

●アクセス部門を分離し、ボトルネック設備の利用の同等性や、顧客情報へのアクセスにおける他の競争事業者との同等性を担保するといった
措置がとられないまま、ＮＴＴ東西がＭＶＮＯとして移動体通信領域に参入することは、認められるべきではない。【ＫＤＤＩ】

●ＳＩＭロックの在り方等、移動体通信領域におけるビジネスモデルの見直しにおいては、事業者間の公平性を担保したルール整備が不可欠。
よって、競争評価においても、その見直しによる事業者間の競争状況への影響について、具体的な指標を示した上で分析すべき。
【ソフトバンク】

【【定点的評価：移動体通信定点的評価：移動体通信】】
●●市場支配力の行使の評価において市場支配力の行使の評価において｢｢市場支配力を行使する可能性が低い市場支配力を行使する可能性が低い｣｣場合には、場合には、市場支配力の市場支配力の地位地位の判断にの判断に翻って検討がなされるべき。翻って検討がなされるべき。

熾烈な競争によるスイッチングコストの減少、解約率の上昇、契約者数・純増数シェアの減少を鑑みれば、少なくとも市場支配力を有する地位熾烈な競争によるスイッチングコストの減少、解約率の上昇、契約者数・純増数シェアの減少を鑑みれば、少なくとも市場支配力を有する地位
にある蓋然性は明らかに低下している。にある蓋然性は明らかに低下している。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●価格競争は進展しており、料金体系の複雑化により料金水準の高低が把握しにくく、価格競争の進展の度合いが不明確といった状況にはな価格競争は進展しており、料金体系の複雑化により料金水準の高低が把握しにくく、価格競争の進展の度合いが不明確といった状況にはな
い。い。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●競争環境は、「暗黙の協調等の反競争的行為が生まれかねない環境とは異質なものに変化したと考えるべき」とされて競争環境は、「暗黙の協調等の反競争的行為が生まれかねない環境とは異質なものに変化したと考えるべき」とされておりおり、現在は「一定の同、現在は「一定の同
質性が生まれる傾向」にはないことから、複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にあるとする評価は不質性が生まれる傾向」にはないことから、複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にあるとする評価は不適適。。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●高いシェアを有する事業者や効率的なエリア整備を可能とする周波数帯を保有する事業者が、エリアの拡大やサービスの拡張においても有利高いシェアを有する事業者や効率的なエリア整備を可能とする周波数帯を保有する事業者が、エリアの拡大やサービスの拡張においても有利
であり、これらの要素が現状の市場支配力の源泉となっている可能性であり、これらの要素が現状の市場支配力の源泉となっている可能性があるがある。。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●アクセス部門を分離し、ボトルネック設備の利用の同等性や、顧客情報へのアクセスにおける他の競争事業者との同等性を担保するといったアクセス部門を分離し、ボトルネック設備の利用の同等性や、顧客情報へのアクセスにおける他の競争事業者との同等性を担保するといった
措置がとられないまま、ＮＴＴ東西がＭＶＮＯとして移動体通信領域に参入することは、認められるべきではない。措置がとられないまま、ＮＴＴ東西がＭＶＮＯとして移動体通信領域に参入することは、認められるべきではない。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●ＳＩＭロックの在り方等、移動体通信領域におけるビジネスモデルの見直しにおいては、事業者間の公平性を担保したルール整備が不可欠。ＳＩＭロックの在り方等、移動体通信領域におけるビジネスモデルの見直しにおいては、事業者間の公平性を担保したルール整備が不可欠。
よって、競争評価においても、その見直しによる事業者間の競争状況への影響について、具体的な指標を示した上で分析すべき。よって、競争評価においても、その見直しによる事業者間の競争状況への影響について、具体的な指標を示した上で分析すべき。
【【ソフトバンクソフトバンク】】

【定点的評価：法人向けネットワーク】
●新型ＷＡＮサービスには、帯域や料金、契約形態、利用用途等の異なる多様なサービスが含まれており、それらを同列に扱った契約回線数の

シェアにより評価するのは不十分。例えば、帯域を加味したシェアを分析に加えることなどが必要。【ＮＴＴ東】

●ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りで分析するのは適切でない。【ＮＴＴ東】

●サービス市場の評価に当たっては、卸市場ではなく、サービス市場の要素により分析を行うべきだが、今回の評価では、卸市場ととらえるべき
接続専用回線がシェア算定に含まれているため、接続専用回線を除いた分析とすべき。【ＮＴＴ東】

●ＮＴＴグループのシェアは、ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西を起点とした共同的・一体的な市場支配力が現に発揮されていることを示して
いる。法人向けネットワークサービスにおいてＮＴＴ東西のサービスを利用しているとの事情により、利用者がモバイルソリューションでもＮＴＴド
コモを選択するケースもあり、ＮＴＴ東西を中心とするＮＴＴグループの法人向けネットワークサービス領域での市場支配力が、既にモバイルソ
リューションにも影響を及ぼしているため、法人向けサービス領域における固定から移動へのレバレッジの問題についても注視が必要。
【ＫＤＤＩ】

【【定点的評価：法人向けネットワーク定点的評価：法人向けネットワーク】】
●●新型ＷＡＮサービスには、帯域や料金、契約形態、利用用途等の異なる多様なサービスが含まれており、それらを同列に扱った契約回線数の新型ＷＡＮサービスには、帯域や料金、契約形態、利用用途等の異なる多様なサービスが含まれており、それらを同列に扱った契約回線数の

シェアにより評価するのは不十分。例えば、帯域を加味したシェアを分析に加えることなどが必要。シェアにより評価するのは不十分。例えば、帯域を加味したシェアを分析に加えることなどが必要。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りで分析するのは適切でない。ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを、ＮＴＴグループとして一括りで分析するのは適切でない。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●サービス市場の評価に当たっては、卸市場ではなく、サービス市場の要素により分析を行うべきだが、今回の評価では、卸市場ととらえるべきサービス市場の評価に当たっては、卸市場ではなく、サービス市場の要素により分析を行うべきだが、今回の評価では、卸市場ととらえるべき
接続専用回線がシェア算定に含まれているため、接続専用回線を除いた分析とすべき。接続専用回線がシェア算定に含まれているため、接続専用回線を除いた分析とすべき。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●ＮＴＴグループのシェアは、ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西を起点とした共同的・一体的な市場支配力がＮＴＴグループのシェアは、ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西を起点とした共同的・一体的な市場支配力が現に現に発揮されている発揮されていることを示してことを示して
いるいる。法人向けネットワークサービスにおいてＮＴＴ東西のサービスを利用しているとの事情により、利用者がモバイルソリューションでもＮＴＴ。法人向けネットワークサービスにおいてＮＴＴ東西のサービスを利用しているとの事情により、利用者がモバイルソリューションでもＮＴＴドド
コモを選択するケースもあコモを選択するケースもあり、り、ＮＴＴ東西を中心とするＮＴＴグループの法人向けネットワークサービス領域での市場支配力が、既にモバイルソＮＴＴ東西を中心とするＮＴＴグループの法人向けネットワークサービス領域での市場支配力が、既にモバイルソ
リューションにも影響を及ぼしてリューションにも影響を及ぼしているためいるため、法人向けサービス領域における固定から移動へのレバレッジの問題についても注視が必要。、法人向けサービス領域における固定から移動へのレバレッジの問題についても注視が必要。
【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】
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評価結果（案）に関する意見募集結果 【その３】

【定点的評価：インターネット接続】
●ブロードバンド市場については、加入者回線を借りてサービス提供する事業者及び自前で設備を設置してサービス提供する事業者（ＣＡＴＶ事業

者、電力系事業者等）など、多様な事業者が市場に参入し、活発な競争が繰り広げられており、ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にない。
また、競争状況は都道府県毎にそれぞれ特色があることから、都道府県別に分析する必要がある。【ＮＴＴ西】

●ブロードバンド市場においてＮＴＴ東西のシェアは４２．１％にとどまり、「市場支配力を行使する地位にない」と評価すべき。【ＮＴＴ東】

●ブロードバンド市場の評価に当たっては、市場トータルの判断要素を用いるべきであり、部分市場を考慮すべきでない。【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西】

●本項目で指摘されているレバレッジの懸念とは、固定電話市場の市場支配力を梃子にブロードバンド市場で市場支配力を行使する可能性であ
り、その逆ではないため、「固定電話市場からのレバレッジの懸念」についての記述は削除すべき。【ＮＴＴ東】

●サービス市場の評価に当たっては、サービス別市場のシェア等で判断すべきであり、卸市場の分析を考慮に加えることは不適。【ＮＴＴ東】

●固定電話市場からのレバレッジについて、単に「懸念」としてではなく、「現に及んでいる」と評価すべき。ブロードバンドやＩＳＰに対して現にレバ
レッジを働かせている状況に鑑みれば、今後、ＦＭＣサービスの提供を通じて移動通信市場にも影響を及ぼす懸念が大であり、こうした市場支
配力の濫用を防止するためのルール整備が必要。【ＫＤＤＩ】

●固定電話市場における競争優位性がＦＴＴＨ市場等の隣接市場に影響を及ぼしているのは明らか。この傾向を注視するのみでは不十分であり、
ＮＴＴ東西の機能分離等の実効性あるファイヤーウォール措置を早急に講じるとともに、ＮＴＴグループの在り方についても早期に議論を開始す
べき。【ソフトバンク】

●ＮＴＴ東西利用者のロックイン効果は、今後も評価を行うべき。ＦＴＴＨ市場の拡大に伴いＮＴＴ東西のシェアも拡大しており、市場支配力の行使を
強く懸念。早急に現状のＮＷのオープン化施策が機能しているか検証し、競争政策に反映すべき。【イー・アクセス等】

●ＦＴＴＨ市場はより深い分析を行うべき。市場支配力のレバレッジは、寡占よりもボトルネック性によるもののほうが影響が大｡また､同じボトルネッ
ク設備でもＡＤＳＬ市場とＦＴＴＨ市場ではＮＴＴ東西のシェアが異なるため、両市場で異なる要因を洗い出して評価すべき。【イー・アクセス等】

●ＢフレッツとＯＣＮのセット提供やドコモショップにおけるＦＴＴＨの販売等のＮＴＴグループによる一体的・共同的営業が競争環境に与える影響は
今後さらに大きくなる。公取との共同ガイドラインや活用業務ガイドラインにおいて、ＮＴＴグループの共同営業に関し、禁止行為に該当する具体
的事例の充実化が必要。また、ＮＴＴドコモにおける禁止行為を具体的に記載する個別のガイドラインを策定すべき。【ソフトバンク】

●ＦＴＴＨ市場でＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。 構造上の問題があり、第一種指定設備制
度による設備開放が、十分な実効性のある措置になっているとは言えない。ＡＤＳＬ市場と同様、ＦＴＴＨ市場でも十分な設備開放（広い区域での
サービス提供可能エリアの設定や１分岐単位による貸し出し等）のルール整備が不可欠。【ソフトバンク】

●現在改正手続き中の「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて、固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォールのさ
らなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規制等を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－ＩＰ電話は
密接に関係していることから、これらの相互影響を引き続き注視し、ＦＴＴＨを中心としたＮＴＴグループ内の排他的連携の有無についても着目す
るとともに、急速にＮＴＴ東西のシェアが上昇しているＦＴＴＨについては、引き続き個別の市場として詳細な分析を実施すべき。なお、ＦＴＴＨ市場
のシェアについて､ＮＴＴグループ全体のシェアの記載が必要。【ケイ・オプティコム】

●ＩＳＰ市場は競争が進展しており、ＮＴＴコムはＮＴＴ東西との間にファイアウォール規制を受けている。よって、ブロードバンドの回線とISPの選択
の相関関係を見ること等により、梃子の影響と判断するようなことは控えるべき。【ＮＴＴコム】

●ＩＳＰ料金の料金改定について、一部値下げしているプランもあるため、値上げの記述は不適。【ＮＴＴコム】

【【定点的評価：インターネット接続定点的評価：インターネット接続】】
●●ブロードバンド市場については、加入者回線を借りてサービス提供する事業者及び自前で設備を設置してサービス提供する事業者ブロードバンド市場については、加入者回線を借りてサービス提供する事業者及び自前で設備を設置してサービス提供する事業者（ＣＡＴＶ事業（ＣＡＴＶ事業

者、電力系事業者等）者、電力系事業者等）など、多様な事業者が市場に参入し、活発な競争が繰り広げられており、ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にない。など、多様な事業者が市場に参入し、活発な競争が繰り広げられており、ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にない。
また、競争状況は都道府県毎にそれぞれ特色があることから、都道府県別に分析する必要がある。また、競争状況は都道府県毎にそれぞれ特色があることから、都道府県別に分析する必要がある。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●ブロードバンド市場においてＮＴＴ東西のシェアは４２．１％にとどまり、「市場支配力を行使する地位にない」と評価すべき。ブロードバンド市場においてＮＴＴ東西のシェアは４２．１％にとどまり、「市場支配力を行使する地位にない」と評価すべき。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●ブロードバンド市場の評価に当たっては、市場トータルの判断要素を用いるべきであり、部分市場ブロードバンド市場の評価に当たっては、市場トータルの判断要素を用いるべきであり、部分市場を考慮を考慮すべきでない。すべきでない。【【ＮＴＴ東、ＮＴＴ西ＮＴＴ東、ＮＴＴ西】】

●●本項目で指摘されているレバレッジの懸念とは、固定電話市場の市場支配力を梃子にブロードバンド市場で市場支配力を行使する可能性であ本項目で指摘されているレバレッジの懸念とは、固定電話市場の市場支配力を梃子にブロードバンド市場で市場支配力を行使する可能性であ
り、その逆ではないため、「固定電話市場からのレバレッジの懸念」についての記述は削除すべきり、その逆ではないため、「固定電話市場からのレバレッジの懸念」についての記述は削除すべき。。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●サービス市場の評価に当たっては、サービス別市場のシェア等で判断すべきであり、卸市場の分析サービス市場の評価に当たっては、サービス別市場のシェア等で判断すべきであり、卸市場の分析を考慮に加えることを考慮に加えることは不適。は不適。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●固定電話市場からのレバレッジについて、単に「懸念」としてではなく、「現に及んでいる」と評価すべき。ブロードバンドやＩＳＰに対して固定電話市場からのレバレッジについて、単に「懸念」としてではなく、「現に及んでいる」と評価すべき。ブロードバンドやＩＳＰに対して現にレバ現にレバ
レッジを働かせている状況に鑑みれば、今後、ＦＭＣサービスの提供を通じて移動通信市場にも影響を及ぼす懸念が大であり、こうした市場支レッジを働かせている状況に鑑みれば、今後、ＦＭＣサービスの提供を通じて移動通信市場にも影響を及ぼす懸念が大であり、こうした市場支
配力の濫用を防止するためのルール整備が必要。配力の濫用を防止するためのルール整備が必要。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●固定電話市場における競争優位性がＦＴＴＨ市場等の隣接市場に影響を及ぼしているのは明らか。この傾向を注視するのみでは不十分であり、固定電話市場における競争優位性がＦＴＴＨ市場等の隣接市場に影響を及ぼしているのは明らか。この傾向を注視するのみでは不十分であり、
ＮＴＴ東西の機能分離等の実効性あるファイヤーウォール措置を早急に講じるとともに、ＮＴＴグループの在り方についても早期に議論を開始ＮＴＴ東西の機能分離等の実効性あるファイヤーウォール措置を早急に講じるとともに、ＮＴＴグループの在り方についても早期に議論を開始すす
べき。べき。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●ＮＴＴ東西利用者のロックイン効果は、今後も評価を行うべき。ＦＴＴＨ市場の拡大にＮＴＴ東西利用者のロックイン効果は、今後も評価を行うべき。ＦＴＴＨ市場の拡大に伴い伴いＮＴＴ東西のシェアも拡大しており、市場支配力の行使ＮＴＴ東西のシェアも拡大しており、市場支配力の行使をを
強く懸念。早急に現状のＮＷのオープン化施策強く懸念。早急に現状のＮＷのオープン化施策がが機能機能しているかしているか検証し、競争政策に反映すべき。検証し、競争政策に反映すべき。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●ＦＴＴＨ市場はより深い分析を行うべき。市場支配力のレバレッジは、寡占よりもボトルネック性によるもののほうが影響が大ＦＴＴＨ市場はより深い分析を行うべき。市場支配力のレバレッジは、寡占よりもボトルネック性によるもののほうが影響が大｡｡またまた､､同じボトルネッ同じボトルネッ
ク設備ク設備ででもＡＤＳＬ市場とＦＴＴＨ市場ではＮＴＴ東西のシェアが異なるもＡＤＳＬ市場とＦＴＴＨ市場ではＮＴＴ東西のシェアが異なるためため、、両市場で異なる要因を洗い出して評価すべき両市場で異なる要因を洗い出して評価すべき。。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●ＢＢフレッツとフレッツとＯＣＮＯＣＮのセット提供やドコモショップにおけるＦＴＴＨの販売等のＮＴＴグループによる一体的・共同的営業が競争環境に与える影響はのセット提供やドコモショップにおけるＦＴＴＨの販売等のＮＴＴグループによる一体的・共同的営業が競争環境に与える影響は
今後さらに大きくなる。今後さらに大きくなる。公取との共同ガイドラインや公取との共同ガイドラインや活用業務ガイドラインにおいて、ＮＴＴグループの共同営業に関し、禁止行為に該当する活用業務ガイドラインにおいて、ＮＴＴグループの共同営業に関し、禁止行為に該当する具体具体
的的事例事例の充実化の充実化が必要。が必要。また、また、ＮＴＴドコモにおける禁止行為を具体的に記載する個別のガイドラインを策定すべき。ＮＴＴドコモにおける禁止行為を具体的に記載する個別のガイドラインを策定すべき。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●ＦＴＴＨ市場でＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。ＦＴＴＨ市場でＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないとの分析は妥当性を欠く。 構造上の問題があ構造上の問題がありり、第一種指定設備制、第一種指定設備制
度による設備開放が、十分な実効性のある措置になっているとは言えない。ＡＤＳＬ市場と同様、ＦＴＴＨ市場度による設備開放が、十分な実効性のある措置になっているとは言えない。ＡＤＳＬ市場と同様、ＦＴＴＨ市場ででも十分な設備開放（広い区域でのも十分な設備開放（広い区域での
サービス提供可能エリアの設定や１分岐単位による貸し出し等）のルール整備が不可欠。サービス提供可能エリアの設定や１分岐単位による貸し出し等）のルール整備が不可欠。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●現在改正手続き中の「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて、固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォール現在改正手続き中の「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて、固定電話の顧客情報に係る営業面でのファイアウォールのさのさ
らなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規制等を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－らなる遵守徹底やＮＴＴ東西が予定しているＮＧＮを利用したサービスに対する規制等を実施すべき。また、固定電話・ＦＴＴＨ・０ＡＢＪ－ＩＰ電話はＩＰ電話は
密接に関係していることから、これらの相互影響を引き続き注視し、ＦＴＴＨを中心としたＮＴＴグループ内の排他的連携の有無についても着密接に関係していることから、これらの相互影響を引き続き注視し、ＦＴＴＨを中心としたＮＴＴグループ内の排他的連携の有無についても着目す目す
るとともに、急速にＮＴＴ東西のシェアが上昇しているＦＴＴＨについては、るとともに、急速にＮＴＴ東西のシェアが上昇しているＦＴＴＨについては、引き続き引き続き個別の市場として詳細な分析を実施個別の市場として詳細な分析を実施すべきすべき。。なお、なお、ＦＴＴＨ市場ＦＴＴＨ市場
のシェアについてのシェアについて､､ＮＴＴグループ全体のシェアの記載が必要ＮＴＴグループ全体のシェアの記載が必要。。【【ケイ・オプティコムケイ・オプティコム】】

●●ＩＳＰ市場ＩＳＰ市場は競争が進展しており、ＮＴＴコムはは競争が進展しており、ＮＴＴコムはＮＴＴＮＴＴ東西との間にファイアウォール規制を受けている。よって、東西との間にファイアウォール規制を受けている。よって、ブロードバンドの回線とブロードバンドの回線とISPISPの選択の選択
の相関関係を見ること等により、梃子の影響と判断するようなことは控えるべきの相関関係を見ること等により、梃子の影響と判断するようなことは控えるべき。。【【ＮＴＴコムＮＴＴコム】】

●●ＩＳＰ料金の料金改定について、一部値下げしているプランもあるため、値上げの記述は不適。ＩＳＰ料金の料金改定について、一部値下げしているプランもあるため、値上げの記述は不適。【【ＮＴＴコムＮＴＴコム】】
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評価結果（案）に関する意見募集結果 【その４】

【定点的評価：マイグレーション分析】

●「サービスベースの競争」に立脚するＡＤＳＬ市場から、「設備ベースの競争」が主流であるＦＴＴＨ市場に移ることは、むしろ望ましいこと。ＦＴＴ

Ｈ市場を見ても、西日本エリアでは電力系事業者との熾烈な設備ベースの競争が存在し、更には放送サービスとバンドルして提供されるＣＡ

ＴＶインターネットとの競争も活発。したがって、ブロードバンド市場全体の市場集中度が高まったとしても、競争は有効に機能しており、利用

者・国民に不利益をもたらすことはない。【ＮＴＴ西】

●隣接市場での利用者の事業者選択について、同じ事業者・グループのサービスを選択する傾向があるとすれば、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの以降

においても同様なはずであり、「市場集中度がさらに高まる懸念」はない。【ＮＴＴ東】

●ＦＴＴＨへの移行においては、スイッチングコストが高く、ロックイン効果が働いており、ＮＴＴ東西が競争上優位な立場にある。したがって、設備

面（接続上の事務手続きに係るリードタイム、加入者単位での接続料設定等）、営業面（加入者回線の顧客情報活用の同等性、グループ一

体営業の禁止、ＮＴＴブランドの取り扱い等）のルール整備が必要。【ＫＤＤＩ】

●ＮＴＴグループは、「ＮＴＴ」というブランド効果が存在し、自由競争によって勝ち得た性格とは異質のブランド力（公社時代から引継がれた公共

性の高い企業イメージ等）を有していること、手続き面等において競争事業者との同等性が欠如していることは明らか。定量化が困難なこれ

らのＮＴＴの優位性に対しては、十分な措置が講じられているとは言い難く、例えばＮＴＴブランドの使用に関する規制や屋内配線工事等にお

ける手続き面での完全な同等性を確保するルール整備などの追加的措置が付加されるべき。また、定量化が困難な優位性について、競争

評価として今後十分に分析を行うことが重要。【ソフトバンク】

●独占市場の優位性が、その他の市場（0ＡＢＪ－ＩＰ電話やＦＴＴＨ市場等）に影響を及ぼしている問題について詳細な分析を行い、これらの隣

接市場に対する市場支配力の濫用を防止する措置を早急に講じることが必要。【ソフトバンク】

●ＦＴＴＨ移行希望者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用意向（１２％程度）と実際の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約者の動向（ＦＴＴＨとのバンドル率が８割程度）

の差の要因について、引き続き分析すべき。【ケイ・オプティコム】

●固定電話がＩＰ化してもＮＴＴ東西の市場支配力が高いままであるのは、ＦＴＴＨ市場で競争が阻害されていることが要因なのかを分析すること

が必要。また、光ファイバの普及困難なエリアでの競争状況も踏まえて、ＦＴＴＨのマイグレーション分析を評価することが必要。

【イー・アクセス等】

【【定点的評価：マイグレーション分析定点的評価：マイグレーション分析】】

●●「サービスベースの競争」に立脚するＡＤＳＬ市場から、「設備ベースの競争」が主流であるＦＴＴＨ市場に移ることは、むしろ望ましいこと「サービスベースの競争」に立脚するＡＤＳＬ市場から、「設備ベースの競争」が主流であるＦＴＴＨ市場に移ることは、むしろ望ましいこと。ＦＴＴ。ＦＴＴ

Ｈ市場を見ても、西日本エリアでは電力系事業者との熾烈な設備ベースの競争が存在し、更には放送サービスとバンドルして提供されるＣＡＨ市場を見ても、西日本エリアでは電力系事業者との熾烈な設備ベースの競争が存在し、更には放送サービスとバンドルして提供されるＣＡ

ＴＶインターネットとの競争も活発。したがって、ブロードバンド市場全体の市場集中度が高まったとしても、競争は有効に機能しており、利ＴＶインターネットとの競争も活発。したがって、ブロードバンド市場全体の市場集中度が高まったとしても、競争は有効に機能しており、利用用

者・国民に不利益をもたらすことはない。者・国民に不利益をもたらすことはない。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●隣接市場での利用者の事業者選択について、同じ事業者・グループのサービスを選択する傾向があるとすれば、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの以降隣接市場での利用者の事業者選択について、同じ事業者・グループのサービスを選択する傾向があるとすれば、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの以降

においても同様なはずであり、「市場集中度がさらに高まる懸念」はない。においても同様なはずであり、「市場集中度がさらに高まる懸念」はない。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●ＦＴＴＨＦＴＴＨへの移行においては、スイッチングコストが高く、ロックイン効果が働いてへの移行においては、スイッチングコストが高く、ロックイン効果が働いており、ＮＴＴ東西が競争上優位な立場にあるおり、ＮＴＴ東西が競争上優位な立場にある。。したがって、したがって、設備設備

面（接続上の事務手続きに係るリードタイム、加入者単位での接続料設定等）、営業面（加入者回線の顧客情報活用の同等性、グループ一面（接続上の事務手続きに係るリードタイム、加入者単位での接続料設定等）、営業面（加入者回線の顧客情報活用の同等性、グループ一

体営業の禁止、ＮＴＴブランドの取り扱い等）のルール整備が必要。体営業の禁止、ＮＴＴブランドの取り扱い等）のルール整備が必要。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●ＮＴＴグループは、「ＮＴＴ」というブランド効果が存在し、自由競争によって勝ち得た性格とは異質のブランド力（公社時代から引継がれたＮＴＴグループは、「ＮＴＴ」というブランド効果が存在し、自由競争によって勝ち得た性格とは異質のブランド力（公社時代から引継がれた公共公共

性の高い企業イメージ等）を有していること、手続き面等において競争事業者との同等性が欠如していること性の高い企業イメージ等）を有していること、手続き面等において競争事業者との同等性が欠如していることは明らか。定量化が困難なこれは明らか。定量化が困難なこれ

らのＮＴＴの優位性に対しては、十分な措置が講じられているとは言い難く、らのＮＴＴの優位性に対しては、十分な措置が講じられているとは言い難く、例えばＮＴＴブランドの使用に関する規制や屋内配線工事等にお例えばＮＴＴブランドの使用に関する規制や屋内配線工事等にお

ける手続き面での完全な同等性を確保するルール整備などの追加的措置が付加されるべき。また、定量化が困難な優位性についてける手続き面での完全な同等性を確保するルール整備などの追加的措置が付加されるべき。また、定量化が困難な優位性について、競争、競争

評価として評価として今後十分に分析を行うことが重要。今後十分に分析を行うことが重要。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●独占市場の優位性が、その他の市場（独占市場の優位性が、その他の市場（00ＡＢＪ－ＩＰ電話やＦＴＴＨ市場等）に影響を及ぼしている問題について詳細な分析を行い、これらの隣ＡＢＪ－ＩＰ電話やＦＴＴＨ市場等）に影響を及ぼしている問題について詳細な分析を行い、これらの隣

接市場に対する市場支配力の濫用を防止する措置を早急に講じる接市場に対する市場支配力の濫用を防止する措置を早急に講じることがことが必要。必要。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●ＦＴＴＨ移行希望者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用意向ＦＴＴＨ移行希望者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用意向（１２％程度）（１２％程度）と実際の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約者の動向と実際の０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約者の動向（ＦＴＴＨとのバンドル率が８割程度）（ＦＴＴＨとのバンドル率が８割程度）

の差の要因について、引き続き分析すべき。の差の要因について、引き続き分析すべき。【【ケイ・オプティコムケイ・オプティコム】】

●●固定電話がＩＰ化固定電話がＩＰ化してもしてもＮＴＴ東西の市場支配力が高いままＮＴＴ東西の市場支配力が高いままであるであるのは、ＦＴＴＨ市場で競争が阻害されていることが要因なのかのは、ＦＴＴＨ市場で競争が阻害されていることが要因なのかをを分析分析することすること

が必要。が必要。また、また、光ファイバの普及困難なエリアでの競争状況も踏まえて、ＦＴＴＨのマイグレーション分析を評価する光ファイバの普及困難なエリアでの競争状況も踏まえて、ＦＴＴＨのマイグレーション分析を評価することがことが必要。必要。

【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】
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【戦略的評価：事業者間取引】
●メタル回線・光ファイバともに、事業者間取引という概念を持ち出すまでもなく、小売市場における競争状況の分析で十分。「サービスベース

の競争」は、産業全体の疲弊を招くだけでなく、結局はサービスの高度化・多様化・低廉化に結びつかないため望ましい競争形態ではない。
自ら設備を設置して、価格だけでなく、サービス内容・品質・設備コストの面での競争をする「設備ベースの競争」を促進すべき。【ＮＴＴ西】

●光ファイバは、ＦＴＴＨサービスのほか法人ネットワークサービスや中継ネットワーク等にも利用されている点を考慮すべき。【ＮＴＴ東】

●事業者間取引市場は、サービス市場の分析の補助的手段としての位置づけを崩すべきでは無い。よって、小売市場から卸市場を峻別して市
場画定する必要は無く、本格的な事業者間取引の分析に着手する必要はない。【ＮＴＴドコモ】

●データの不完全性や分析手法が確立していないこと等から試行的な内容にとどまっており、今後手法の精緻化が必要。ＦＴＴＨ市場における
８分岐単位の貸出しや狭い光配線区域等の構造上の問題といった実態にまで踏み込んで評価すべき。【ソフトバンク】

●事業者間取引が小売市場に及ぼす影響について、接続事業者にとって営業費用に占めるＮＴＴ東西に支払う費用の割合が非常に大きいこと、
ＮＴＴ東西のＦＴＴＨが接続料と利用者料金の関係について過去に何度も問題になっていること等を記述すべき。【イー・アクセス等】

●事業者間取引の分析を継続し、分析手法の検討を深めるべき。特に、支配的事業者の設備との接続について、「社内取引」、「ＮＴＴグループ
内取引」、「ＮＴＴグループ外取引」に分けて分析すべき。【イー・アクセス等】

●ＮＴＴ東西の利用部門と競争事業者とのボトルネック設備調達に係る同等性といった視点が必要。具体的には、加入者回線やコロケーション
スペース等の調達における、ＮＴＴ東西の利用部門と競争事業者との間の事務手続きやリードタイムの差等、競争に影響を与えている問題
点の実態を明らかにし、市場シェアとの相関性について分析すべき。【ＫＤＤＩ】

●多くの事業者は加入者回線だけでなく、中継回線も使用しているため、卸売市場の分類を「メタル回線」、「光ファイバ回線（加入）」、「光ファイ
バ回線（中継）」とするべき。【イー・アクセス等】

●設備ベースの競争促進に偏らず、サービスベースの競争もより進展させることが利用者利便のためにも適切。ＮＴＴ東西が保有する加入者回
線に対する十分な開放ルールの整備は、有効かつ公正な競争を実現するために必要不可欠だが、事業者間取引市場と小売市場における
ＮＴＴ東西のシェアが類似し、光ファイバ回線の開放が十分に実施されていないため、競争事業者は劣位な条件での競争を強いられている。
また、特定の都道府県の状況をもって競争の進展を判断することは早計であり、市場支配的事業者の業務区域に基づく全国１又は２区分、
ＮＴＴ東西と電力系事業者の競争という実態を踏まえた全国１０の地域区分等で地理的市場を捉え、評価されるべき。【ソフトバンク】

●例えば直収電話は､重畳的なサービスであるＡＤＳＬと異なり､ＮＴＴ東西からの切替時のスイッチングコストの存在が強く影響。設備開放ルー
ルだけでは十分でなく､それ以外の措置（手続きの同等性､顧客情報へのアクセスの同等性､営業面でのルール整備）が必要。【ＫＤＤＩ】

●「ネットワークの中立性に関する懇談会」等の各種研究会報告や「スタックテスト」、「競争セーフガード」等の競争政策とも連携をとって評価す
べき。また､価格圧搾や内部相互補助の観点から､営業費相当分が競争に与える影響について競争評価でも分析すべき｡【イー・アクセス等】

●事業者間取引の分析は、定点的評価に組み入れて継続的に実施すべき。また、レイヤーを視野に入れ、ＩＳＰ・ＣＰ等との取引も評価すべき。
ＭＶＮＯの促進や「モバイルビジネス研究会」での検討を反映して、移動体市場での事業者間取引の分析も行うべき。【イー・アクセス等】

●ＣＰ等の上位系レイヤと通信サービスレイヤ間の取引等、今後政策的な取り組みが必要な事業者間取引の分析を行うべき。排他的な連携が
生じていないか等、ＮＴＴグループ内での事業者間取引の状況についても注視すべき。【ケイ・オプティコム】

【【戦略的評価：事業者間取引戦略的評価：事業者間取引】】
●●メタル回線メタル回線・光ファイバともに・光ファイバともに、事業者間取引という概念を持ち出すまでもなく、小売市場における競争状況の分析で十分。「サービスベース、事業者間取引という概念を持ち出すまでもなく、小売市場における競争状況の分析で十分。「サービスベース

の競争」は、産業全体の疲弊を招くだけでなく、結局はサービスの高度化・多様化・低廉化に結びつかないの競争」は、産業全体の疲弊を招くだけでなく、結局はサービスの高度化・多様化・低廉化に結びつかないためため望ましい競争形態ではない。望ましい競争形態ではない。
自ら設備を設置して、価格だけでなく、サービス内容・品質・設備コストの面での競争をする「設備ベースの競争」を促進すべき。自ら設備を設置して、価格だけでなく、サービス内容・品質・設備コストの面での競争をする「設備ベースの競争」を促進すべき。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●光ファイバは、ＦＴＴＨサービスのほか法人ネットワークサービスや中継ネットワーク等にも利用されている点を考慮すべき。光ファイバは、ＦＴＴＨサービスのほか法人ネットワークサービスや中継ネットワーク等にも利用されている点を考慮すべき。【【ＮＴＴ東ＮＴＴ東】】

●●事業者間取引市場は、サービス市場の分析の補助的手段としての位置づけを崩すべきでは無い。よって、小売市場から卸市場を峻別して市事業者間取引市場は、サービス市場の分析の補助的手段としての位置づけを崩すべきでは無い。よって、小売市場から卸市場を峻別して市
場画定する必要は無く、本格的な事業者間取引の分析に着手する必要はない。場画定する必要は無く、本格的な事業者間取引の分析に着手する必要はない。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●データの不完全性や分析手法が確立していないこと等から試行的な内容にとどまっており、今後手法の精緻化が必要。データの不完全性や分析手法が確立していないこと等から試行的な内容にとどまっており、今後手法の精緻化が必要。ＦＴＴＨ市場におけるＦＴＴＨ市場における
８分岐単位の貸出しや狭い光配線区域等の構造上の問題といった実態にまで踏み込んで評価すべき。８分岐単位の貸出しや狭い光配線区域等の構造上の問題といった実態にまで踏み込んで評価すべき。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●事業者間取引が小売市場に及ぼす影響について、接続事業者にとって営業費用に占めるＮＴＴ東西に支払う費用の割合が非常に大きいこと、事業者間取引が小売市場に及ぼす影響について、接続事業者にとって営業費用に占めるＮＴＴ東西に支払う費用の割合が非常に大きいこと、
ＮＴＴ東西のＦＴＴＨが接続料と利用者料金の関係について過去に何度も問題になっていること等を記述すべき。ＮＴＴ東西のＦＴＴＨが接続料と利用者料金の関係について過去に何度も問題になっていること等を記述すべき。【【イー・アクセス等イー・アクセス等】】

●●事業者間取引事業者間取引の分析の分析を継続し、を継続し、分析手法の検討を深めるべき分析手法の検討を深めるべき。。特に、支配的事業者の設備との接続について特に、支配的事業者の設備との接続について、「社内取引」、「ＮＴＴグループ、「社内取引」、「ＮＴＴグループ
内取引」、「ＮＴＴグループ外取引」に分けて分析すべき。内取引」、「ＮＴＴグループ外取引」に分けて分析すべき。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●ＮＴＴ東西の利用部門と競争事業者とのボトルネック設備調達に係る同等性といった視点が必要。具体的には、加入者回線やコロケーションＮＴＴ東西の利用部門と競争事業者とのボトルネック設備調達に係る同等性といった視点が必要。具体的には、加入者回線やコロケーション
スペース等の調達における、ＮＴＴ東西スペース等の調達における、ＮＴＴ東西のの利用部門と競争事業者との間の事務手続きやリードタイムの差等、競争に影響を与えている問題利用部門と競争事業者との間の事務手続きやリードタイムの差等、競争に影響を与えている問題
点の実態を明らかにし、市場シェアとの相関性について分析すべき。点の実態を明らかにし、市場シェアとの相関性について分析すべき。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●多くの事業者は加入者回線だけでなく、中継回線も使用して多くの事業者は加入者回線だけでなく、中継回線も使用しているため、いるため、卸売市場の分類を「メタル回線」、「光ファイバ回線（加入）」、「光ファイ卸売市場の分類を「メタル回線」、「光ファイバ回線（加入）」、「光ファイ
バ回線（中継）」とするべき。バ回線（中継）」とするべき。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●設備ベースの競争促進に偏らず、サービスベースの競争もより進展させることが利用者利便のためにも適切。設備ベースの競争促進に偏らず、サービスベースの競争もより進展させることが利用者利便のためにも適切。ＮＴＴ東西が保有する加入者回ＮＴＴ東西が保有する加入者回
線に対する十分な開放ルールの整備は、有効かつ公正な競争を実現するために必要不可欠線に対する十分な開放ルールの整備は、有効かつ公正な競争を実現するために必要不可欠だが、だが、事業者間取引市場と小売市場における事業者間取引市場と小売市場における
ＮＴＴ東西のシェアが類似し、光ファイバ回線の開放が十分に実施されていないＮＴＴ東西のシェアが類似し、光ファイバ回線の開放が十分に実施されていないため、競争事業者は劣位な条件での競争を強いられているため、競争事業者は劣位な条件での競争を強いられている。。
また、また、特定の都道府県の状況をもって競争の進展を判断することは早計であり、市場支配特定の都道府県の状況をもって競争の進展を判断することは早計であり、市場支配的的事業者の業務区域事業者の業務区域に基づくに基づく全国１全国１又は又は２区分、２区分、
ＮＴＴ東西と電力系事業者の競争という実態を踏まえた全国１０の地域区分等ＮＴＴ東西と電力系事業者の競争という実態を踏まえた全国１０の地域区分等でで地理的市場を捉え、評価されるべき。地理的市場を捉え、評価されるべき。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●例えば直収電話は例えば直収電話は､､重畳的なサービスであるＡＤＳＬと異なり重畳的なサービスであるＡＤＳＬと異なり､､ＮＴＴ東西からの切替時のＮＴＴ東西からの切替時のスイッチングコストの存在が強く影響スイッチングコストの存在が強く影響。。設備開放ルー設備開放ルー
ルルだけでは十分でなくだけでは十分でなく､､それそれ以外の措置（手続以外の措置（手続ききの同等性の同等性､､顧客情報へのアクセスの同等性顧客情報へのアクセスの同等性､､営業面でのルール整備）が必要。営業面でのルール整備）が必要。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●「ネットワークの中立性に関する懇談会」「ネットワークの中立性に関する懇談会」等等の各種研究会報告や「スタックテスト」、「競争セーフガード」の各種研究会報告や「スタックテスト」、「競争セーフガード」等の等の競争政策とも連携をとって評価す競争政策とも連携をとって評価す
べき。べき。またまた､､価格圧搾や内部相互補助の観点から価格圧搾や内部相互補助の観点から､､営業費相当分が競争に与える影響について競争評価でも分析すべき営業費相当分が競争に与える影響について競争評価でも分析すべき｡【｡【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●事業者間取引事業者間取引の分析の分析は、定点的評価に組み入れて継続的に実施は、定点的評価に組み入れて継続的に実施すべきすべき。。また、また、レイヤーレイヤーを視野に入れ、ＩＳＰ・ＣＰ等との取引もを視野に入れ、ＩＳＰ・ＣＰ等との取引も評価評価すすべき。べき。
ＭＶＮＯの促進や「モバイルビジネス研究会」での検討を反映して、移動体市場でのＭＶＮＯの促進や「モバイルビジネス研究会」での検討を反映して、移動体市場での事業者間取引の事業者間取引の分析分析もも行うべき。行うべき。【【イーイー・・アクセスアクセス等等】】

●●ＣＰＣＰ等の上位系レイヤと通信サービスレイヤ間の取引等等の上位系レイヤと通信サービスレイヤ間の取引等、今後政策的な取り組みが必要な事業者間取引の分析、今後政策的な取り組みが必要な事業者間取引の分析を行うべき。排他的な連携がを行うべき。排他的な連携が
生じていないか等、ＮＴＴグループ内での事業者間取引の状況についても注視生じていないか等、ＮＴＴグループ内での事業者間取引の状況についても注視すべきすべき。。【【ケイ・オプティコムケイ・オプティコム】】

評価結果（案）に関する意見募集結果 【その５】
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【戦略的評価：隣接市場間の相互関係】

●利用者の事業者選好は、概ねＮＴＴグループより他社グループにおいて、垂直統合型のバンドルサービスやセット割引の提供により強い相関関
係があり、その結果として利用者による事業者選好に一定の相関が見出されることは当然。このことが競争上、ＮＴＴグループに対して有利に
働くことは考えられない。他社グループにおける強い事業者選好の相関関係の裏返しとして、ＮＴＴグループにおける事業者選好の相関関係が
上昇しているだけ。【ＮＴＴ西】

●事業者間選択の相関分析の結果では、同一の事業者・グループを選択する傾向が「顕著」とは言えない。【ＮＴＴドコモ】

●ＮＴＴグループではセット割引等が無いため、調査の前提が他事業者とは異なり、ブランド重視の結果が出ていると推察。【ＮＴＴドコモ】

●サンプルがweb閲覧に習熟している層に偏りうるweb調査だけでなく、モニターアンケート調査も併用すべき。【ＮＴＴドコモ】

●独占事業を出発点とするブランドや営業体制・戦略は、競争政策上直ちに是正すべき問題ととらえ、措置を検討すべき。ＮＴＴ東西のブロードバ
ンド市場やＩＰ電話市場でのシェアの急上昇は、加入電話からの移行時のスイッチングコストが大きく影響していると考えられ、独占時代から引
き継いだ資産であるＮＴＴブランドの効果は大きい。また、ドコモショップでフレッツの受付を行うことは、ＮＴＴブランドを活かした戦略。【ＫＤＤＩ】

●利用者が同一の事業者・グループのサービスを選好する傾向が強いのは、ＮＴＴグループのブランド力や隣接市場における市場支配力の濫用、
共同的・一体的営業といった要因が強く影響。Ｂフレッツ販売時のＯＣＮ推奨販売やドコモショップにおけるＢフレッツとドコモ端末のセット販売に
よる割引等が現実に見られることもあり、市場支配力を有するＮＴＴグループによる共同的・一体的営業を監視すべく、禁止行為の範囲を明確
にすべき。ＮＴＴグループのブランド力は、自由競争によって勝ち得た価値のみで築かれたものではなく、他社が追随できない特異な要素（公社
時代の電電公社から引継がれた企業イメージや公共性の高い企業イメージ）の結果。【ソフトバンク】

●引き続きＮＴＴグループを選好する要因を分析し、必要な措置を希望。また、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズの一体的営業や、ＮＴＴ東西・Ｎ
ＴＴドコモの排他的な連携に懸念があるため、「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて適切な措置を講ずることを希望。
【ケイ・オプティコム】

●ＮＴＴグループのシェアは重要な指標。「固定電話（加入部分）と０ＡＢＪ－ＩＰ電話」、「０ＡＢＪ－ＩＰ電話とＦＴＴＨ」についても、事業者選好の検証が
必要。また、 「Ｂフレッツ」や「ひかり電話」について、固定電話（加入）でのＮＴＴ東西の市場支配力が働いていないかどうか、加入手続や工事

期間・手続、ＩＳＰへの販売促進費用といった営業活動の観点からも分析していく必要がある。【イー・アクセス等】

●垂直統合や水平統合によりＮＴＴグループの市場支配力が高まると想定されるため、ＮＴＴグループの総合力に着目すべき。【イー・アクセス等】

●事業者選好以外の評価手法も検討すべき。事業者間取引の影響も考慮しつつ、市場パフォーマンス（市場シェア、ＨＨＩ）、消費者行動（消費者
選好）、消費者切替率（スイッチングコスト）だけでなく、価格・非価格での商品競争の実態把握、市場への参入障壁（法規制による参入要件の
他、ブランド力、財務上や情報面の非対称性の問題）、利益率等の調査が考えられる。【イー・アクセス等】

【【戦略的評価：隣接市場間の相互関係戦略的評価：隣接市場間の相互関係】】

●●利用者の事業者選好は、概ねＮＴＴグループより他社グループにおいて利用者の事業者選好は、概ねＮＴＴグループより他社グループにおいて、垂直統合型のバンドルサービスやセット割引の提供により、垂直統合型のバンドルサービスやセット割引の提供により強い相関関強い相関関
係があ係があり、その結果として利用者による事業者選好に一定の相関が見出されることは当然。このことが競争上、ＮＴＴグループに対して有利にり、その結果として利用者による事業者選好に一定の相関が見出されることは当然。このことが競争上、ＮＴＴグループに対して有利に
働くことは考えられない。他社グループにおける強い事業者選好の相関関係の裏返しとして、ＮＴＴグループにおける事業者選好の相関関係が働くことは考えられない。他社グループにおける強い事業者選好の相関関係の裏返しとして、ＮＴＴグループにおける事業者選好の相関関係が
上昇しているだけ。上昇しているだけ。【【ＮＴＴ西ＮＴＴ西】】

●●事業者間選択の相関分析の結果では、同一の事業者・グループを選択する傾向が「顕著」とは言えない。事業者間選択の相関分析の結果では、同一の事業者・グループを選択する傾向が「顕著」とは言えない。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●ＮＴＴグループではセット割引等が無いため、調査の前提が他事業者とは異なり、ブランド重視の結果が出ていると推察。ＮＴＴグループではセット割引等が無いため、調査の前提が他事業者とは異なり、ブランド重視の結果が出ていると推察。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●サンプルがサンプルがwebweb閲覧に習熟している層に偏閲覧に習熟している層に偏りうりうるるwebweb調査だけでなく、モニターアンケート調査も併用すべき。調査だけでなく、モニターアンケート調査も併用すべき。【【ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ】】

●●独占事業を出発点とするブランドや営業体制・戦略は、競争政策上直ちに是正すべき問題ととらえ独占事業を出発点とするブランドや営業体制・戦略は、競争政策上直ちに是正すべき問題ととらえ、措置を検討すべき、措置を検討すべき。ＮＴＴ東西のブロードバ。ＮＴＴ東西のブロードバ
ンド市場やＩＰ電話市場でのシェアの急上昇は、加入電話からのンド市場やＩＰ電話市場でのシェアの急上昇は、加入電話からの移行時の移行時のスイッチングコストが大きく影響していると考えられ、独占時代から引スイッチングコストが大きく影響していると考えられ、独占時代から引
き継いだ資産であるＮＴＴブランドの効果は大き継いだ資産であるＮＴＴブランドの効果は大きいきい。また、ドコモショップでフレッツの受付を行うことは、ＮＴＴブランドを活かした戦略。。また、ドコモショップでフレッツの受付を行うことは、ＮＴＴブランドを活かした戦略。【【ＫＤＤＩＫＤＤＩ】】

●●利用者利用者がが同一の事業者・グループのサービスを選好する傾向が強いのは、ＮＴＴグループのブランド力や隣接市場における市場支配力の濫用、同一の事業者・グループのサービスを選好する傾向が強いのは、ＮＴＴグループのブランド力や隣接市場における市場支配力の濫用、
共同的・一体的営業といった要因が強く影響。共同的・一体的営業といった要因が強く影響。Ｂフレッツ販売時のＯＣＮ推奨販売やドコモショップにおけるＢフレッツとドコモ端末のセット販売にＢフレッツ販売時のＯＣＮ推奨販売やドコモショップにおけるＢフレッツとドコモ端末のセット販売に
よる割引等が現実に見られることもあり、市場支配力を有するよる割引等が現実に見られることもあり、市場支配力を有するＮＴＴグループによる共同的・一体的営業を監視すべく、禁止行為の範囲を明確ＮＴＴグループによる共同的・一体的営業を監視すべく、禁止行為の範囲を明確
にすべき。ＮＴＴグループのブランド力は、自由競争によって勝ち得た価値のみで築かれたものではなく、他社が追随できない特異な要素（公にすべき。ＮＴＴグループのブランド力は、自由競争によって勝ち得た価値のみで築かれたものではなく、他社が追随できない特異な要素（公社社
時代の電電公社から引継がれた企業イメージや公共性の高い企業イメージ）時代の電電公社から引継がれた企業イメージや公共性の高い企業イメージ）の結果の結果。。【【ソフトバンクソフトバンク】】

●●引き続きＮＴＴグループを選好する要因を分析し、必要な措置を希望。また、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズの一体的営業や、ＮＴ引き続きＮＴＴグループを選好する要因を分析し、必要な措置を希望。また、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズの一体的営業や、ＮＴＴ東西・ＮＴ東西・Ｎ
ＴＴドコモの排他的な連携に懸念があるため、「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて適切な措置を講ずることを希望ＴＴドコモの排他的な連携に懸念があるため、「活用業務ガイドライン」や「競争セーフガード制度」を通じて適切な措置を講ずることを希望。。
【【ケイ・オプティコムケイ・オプティコム】】

●●ＮＴＴグループのシェアは重要な指標。「固定電話（加入部分）と０ＡＢＪ－ＩＰ電話」、「０ＡＢＪ－ＩＰ電話とＦＴＴＨ」についてもＮＴＴグループのシェアは重要な指標。「固定電話（加入部分）と０ＡＢＪ－ＩＰ電話」、「０ＡＢＪ－ＩＰ電話とＦＴＴＨ」についても、事業者選好の、事業者選好の検証が検証が
必要必要。また、。また、 「Ｂフレッツ」や「ひかり電話」について、固定電話（加入）でのＮＴＴ東西の市場支配力が働いていないかどうか「Ｂフレッツ」や「ひかり電話」について、固定電話（加入）でのＮＴＴ東西の市場支配力が働いていないかどうか、、加入手続や工事加入手続や工事

期間期間・手続、ＩＳＰへの販売促進費用といった・手続、ＩＳＰへの販売促進費用といった営業活動の観点からも分析していく必要営業活動の観点からも分析していく必要がある。がある。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●垂直統合や水平統合垂直統合や水平統合によりによりＮＴＴグループの市場支配力が高まるＮＴＴグループの市場支配力が高まると想定されるためと想定されるため、、ＮＴＴグループの総合力にＮＴＴグループの総合力に着目すべき。着目すべき。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

●●事業者選好以外の評価手法も検討す事業者選好以外の評価手法も検討すべきべき。。事業者間取引の影響も考慮しつつ、事業者間取引の影響も考慮しつつ、市場パフォーマンス（市場シェア、ＨＨＩ）、消費者行動（消費者市場パフォーマンス（市場シェア、ＨＨＩ）、消費者行動（消費者
選好）、消費者切替率（スイッチングコスト）だけでなく、価格・非価格での商品競争の実態把握、市場への参入障壁（法規制による参入要件選好）、消費者切替率（スイッチングコスト）だけでなく、価格・非価格での商品競争の実態把握、市場への参入障壁（法規制による参入要件のの
他他、ブランド力、財務上や情報面の非対称性の問題）、利益率、ブランド力、財務上や情報面の非対称性の問題）、利益率等等の調査が考えられる。の調査が考えられる。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

評価結果（案）に関する意見募集結果 【その６】
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【戦略的評価：携帯電話番号ポータビリティ制度導入による競争状況の変化に関する分析】

●ＭＮＰ利用率についてはまだ約２％であり、数年かけて調査すべき。移動体市場は３社寡占で垂直統合モデルのため、レイヤーごとの新規参入
が非常に難しい状況となっているが、この点についても分析すべき。【イー・アクセス等】

●「モバイルビジネス研究会」の検討結果も反映して、継続的に評価すべき。【イー・アクセス等】

【【戦略的評価：携帯電話番号ポータビリティ制度導入による競争状況の変化に関する分析戦略的評価：携帯電話番号ポータビリティ制度導入による競争状況の変化に関する分析】】

●●ＭＮＰ利用率についてはＭＮＰ利用率についてはまだ約２％であり、まだ約２％であり、数年かけて調査すべき。移動体市場は３社寡占で垂直統合モデルのため、レイヤーごとの新規参入数年かけて調査すべき。移動体市場は３社寡占で垂直統合モデルのため、レイヤーごとの新規参入
が非常に難しい状況となっているが、この点についても分析すべき。が非常に難しい状況となっているが、この点についても分析すべき。【【イー・アクセス等イー・アクセス等】】

●●「モバイルビジネス研究会」の検討結果も反映して、継続的に評価すべき。「モバイルビジネス研究会」の検討結果も反映して、継続的に評価すべき。【【イー・アクセスイー・アクセス等等】】

評価結果（案）に関する意見募集結果 【その７】


